
（平成２３年２月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 123 件

国民年金関係 29 件

厚生年金関係 94 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 92 件

国民年金関係 39 件

厚生年金関係 53 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案9853 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年１月から同年３月までの期間及び46年１月から同年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 46年１月から同年３月まで 

    私は、20 歳になった頃に国民年金の加入手続をして、結婚するまで国民年金保険

料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間はいずれも３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入

期間の国民年金保険料を全て納付しており、申立期間それぞれについて、その前後の期

間の保険料を現年度納付しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

また、申立期間②直後の昭和 46年４月から47年３月までの期間の保険料については、

国民年金被保険者台帳に納付済みの記載が確認できるが、平成 21 年９月になって未納

から納付済みに記録訂正されており、記録管理が不適切であった状況が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9854 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年１月から同年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年７月から62年３月まで 

② 平成元年１月から同年３月まで 

    私の妻は、結婚直後に私の国民年金の加入手続をし、夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していた。妻は全て保険料が納付済みとなっているのに、私の保険料だけが

納付されていないということは考えられない。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人は、当該期間直後の平成元年４月からの現年度の国民

年金保険料をおおむね納期限内に納付するとともに、当該期間前の昭和 62 年４月から

63 年３月までの保険料を平成元年７月に、昭和 63 年４月から同年６月までの保険料を

平成２年３月に、昭和 63年７月から同年12月までの保険料を平成２年６月に、順次過

年度納付していることがオンライン記録で確認でき、元年から２年にかけて保険料の納

付意欲があったものと考えられ、当該期間３か月分の保険料のみを未納のままにしてお

いたとは考えにくいこと、申立人の保険料を納付していたとする申立人の妻も、当該期

間の自身の保険料を過年度納付していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の妻が当該期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は自身の保険料の納付

に関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする妻は、婚姻後は夫婦二人分の

保険料を一緒に納付していたはずと説明しているが、当該期間後、平成元年３月までの

夫婦の保険料の納付時期が異なっていることがオンライン記録で確認でき、妻の保険料

納付状況に関する記憶は曖昧であること、当該期間直後の昭和 62 年度分の保険料は平

成元年７月６日に過年度納付されていることが確認できるが、当該過年度納付時点では

当該期間は時効により保険料を納付することができない期間であることなど、申立人の



                      

  

妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成元年１

月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9860 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58年10月から同年 12月までの期間及び59年４月から60年12月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年10月から同年12月まで 

             ② 昭和 59年４月から60年12月まで 

    義母は、私の国民年金保険料を納付してくれていた。義母が一緒に納付していた夫

の申立期間の保険料は納付済みとなっており、私が所持している確定申告書の控え

にも申立期間の保険料の記載がある。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された、申立期間に係る昭和 58 年分、59 年分及び 60 年分の確定申

告書（控）によると、記載された国民年金保険料の申告額は、各年の当時の保険料額と

一致している。また、申立人は、申立期間を除き 44年４月から60歳到達時までの保険

料を全て納付している。 

さらに、申立人の保険料を納付していたとする申立人の義母は、国民年金制度が開始

された昭和36年４月から 60歳到達時までの保険料を全て納付している上、申立人と同

様に、義母が保険料を納付していたとする申立人の夫は、申立期間を含む 41 年４月か

ら 60 歳到達時までの保険料が全て納付済みであるなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9861 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人は、申立期間のうち、昭和 39年４月から40年３月までの国民年金保険料につ

いては納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から40年３月まで 

    私の父は、昭和 36 年４月に地区の役員を通じて、私の国民年金の加入手続を行い、

最初の３か月分の国民年金保険料を納付してくれた。その後は、私が、集金人に保険

料を納付しており、結婚後は夫の保険料も一緒に納付してきた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち昭和39年４月から40年３月までの期間については、申立人の国民年金

手帳の記号番号が払い出された39年10月時点で、保険料を現年度納付することが可能な

期間であり、手帳記号番号が申立人と連番で払い出されている申立人の義姉は、当該期

間の保険料が納付済みとなっている上、申立人が結婚した39年11月以降の保険料を一緒

に納付したとする申立人の夫は、同年同月から40年３月までの保険料が納付済みである

など、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち昭和36年４月から39年３月までの期間については、申

立人及びその父親が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人の手帳記号番号の払出しは上記のとおり39年10月であるこ

とから、当該期間のうち、37年７月から39年３月までの保険料は過年度納付により納付

することが可能であったものの、申立人には当該期間の保険料を納付書で納付した記憶

及び遡って納付した記憶が無い上、当該払出時点では、37年６月以前の保険料は時効に

より納付することができないことなど、申立人及びその父親が当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間当時、申立人が居住していた市及び所轄社会保険事務所（当時）にお

いて、別の手帳記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和39年４

月から40年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9862 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年１月から同年３月までの期間及び同年７月から同年９月までの期

間の付加保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 57年７月から同年９月まで     

    私は、昭和 53 年の夏に実家の兄に勧められ、夫婦の付加保険料の納付の申出を行

い、平成２年３月まで一緒に夫婦二人分の国民年金保険料を付加保険料を含めて納付

してきた。申立期間の夫の付加保険料は納付済みとなっているのに、私の付加保険料

が未納とされていることに納得できない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間はそれぞれ３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き、昭和 53 年

８月から第３号被保険者になる前月の平成２年３月までの期間の付加保険料を全て納付

している上、申立人の夫は、53 年８月から平成２年３月までの付加保険料を申立期間

を含めて全て納付しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保険料を納付

していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認められるこ

とから、昭和49年７月から 51年３月までの期間の納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年７月から51年３月まで 

私は、20 歳になった頃、Ａ区役所において国民年金の加入手続を行い、送付され

てきた納付書により加入期間の全ての国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の手帳記号番号は、Ａ区の手帳記号番号払出簿によれば、昭和 46

年 11 月頃にＡ区で払い出されており、当該払出しの時点において、申立期間の国民年

金保険料を納付することが可能である。 

    また、申立期間は 21 か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期間を除き国民

年金加入期間の保険料を全て納付している。 

 さらに、申立人は、「昭和 49年10月に結婚と同時にＡ区からＢ市に転居し、国民年

金の加入手続を行った。」と述べており、また、申立人の住民票によれば、申立人が市

民となった年月日が 49 年 10 月 28 日であることが確認できることから、申立期間のう

ち、49 年７月から同年９月までの期間の納付書はＡ区役所から申立人のＡ区の住所地

に、また、申立期間のうち、49 年 10 月から 51 年３月までの期間の納付書はＢ市役所

から申立人のＢ市の住所地にそれぞれ送付されたことが推認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年金保険料につ

いては、納付されていたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9867 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間のうち、昭和 50年４月から51年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月から51年３月まで 

             ② 昭和 51年10月から52年３月まで 

             ③ 昭和 53年１月から同年３月まで 

    私の父は、昭和 36 年４月に私の国民年金の加入手続を行い、私の婚姻前までの期

間の国民年金保険料を納付してくれた。昭和 43年 11月の婚姻後は、私たち夫婦のう

ちのどちらかが、夫婦二人分の保険料をいつも一緒に納付してきた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の申立期間のうち、申立期間の①については、一緒に国民年金保険料を納付

していたとする申立人の夫は申立期間の保険料を納付している上、申立人が保険料を

納付書により納付したとする納付方法は、当時居住していた市の納付方法と一致して

いる。また、申立人又はその夫が国民年金保険料を納付したとする市の出張所及び金

融機関は当時開設され、保険料の収納業務を取り扱っていたことが確認でき、申立人

の主張に一定の整合性が認められる。 

加えて、申立期間の①は、12か月と短期間である上、当該期間前後の期間の国民年

金保険料は納付済みである。 

２ 一方、申立期間の②及び③については、一緒に保険料を納付していたとする申立人

の夫も当該期間の保険料が未納である。 

加えて、申立人又はその夫が申立期間の②及び③の保険料を納付していたことを示

す家計簿及び確定申告書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人又はその夫が申立期間の②及び③の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情は見受けられない。 



                      

  

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間のうち、申立期間の

①の国民年金保険料については、納付されていたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9868 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認められるこ

とから、申立人の昭和 53年４月から同年６月までの期間及び54年１月から同年３月ま

での期間の納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 54年１月から同年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を全て納付してきた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の手帳記号番号は、手帳記号番号払出簿によれば、昭和 50 年４月

頃に払い出されており、また、オンライン記録によれば、申立人は、当該手帳記号番号

の払出し当時、第２回特例納付により 20 歳まで遡って国民年金保険料を納付している

上、申立期間の①及び②を除き、国民年金加入期間の保険料を全て納付していることが

確認できる。 

加えて、申立期間の①及び②は、共に３か月と短期間であり、オンライン記録によれ

ば、それぞれの申立期間前後の保険料は現年度納付されていることが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年金保険料につ

いては、納付されていたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案9876 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 12 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

  

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年12月から49年３月まで 

 私は、夫婦で国民年金に加入して以降、夫婦二人分の国民年金保険料を納付してき

た。加入当初の期間の保険料が私だけ未納になっているが、夫の分だけ保険料を納付

したということは考えられない。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は４か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民年金加入期間の国民

年金保険料を全て納付している。 

また、夫婦の国民年金手帳は同一日に発行されており、申立人が一緒に保険料を納

付していたとする夫は、申立期間の自身の保険料を昭和 55 年４月 28 日に第３回特例

納付により納付していることが領収済通知書により確認でき、申立期間は強制加入期

間であることから、申立人も申立期間の保険料を特例納付により納付することが可能

であったなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9877 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年10月から 47年12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年10月から47年12月まで 

    私は、昭和 46 年９月に退職するとともに新しい住所地で国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 15 か月と比較的短期間で１回のみであり、申立人は申立期間を除き国民

年金加入期間の国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和46年11月に払い出されており、申立

期間の保険料は現年度納付することが可能であるほか、申立人が保険料を納付していた

とする金融機関は、申立期間当時には開設されており、保険料を納付することが可能で

あったなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9878 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年６月及び 44 年９月から同年 11 月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年６月 

         ② 昭和 44年９月から同年11月まで 

    私は、国民年金に加入後は 60 歳になるまで国民年金保険料を１か月も欠かすこと

なく納付してきた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに

納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間はそれぞれ１か月及び３か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民

年金加入期間の国民年金保険料を全て納付している。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿及び国民年金被保険者名簿には、申立人の国民年

金の資格取得日は昭和 40年５月25日と記載され、国民年金被保険者名簿には資格喪失

日の記載は無く、申立人の国民年金手帳の記号番号は 41年11月に払い出されているこ

とから、申立期間の保険料を現年度納付することが可能であるほか、申立人と同居して

いた母親は国民年金制度発足当初から 60 歳に到達するまでの保険料を全て納付してい

るなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9883   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から47年３月まで 

② 昭和 48年４月から50年12月まで 

私は、申立期間①については、自宅に来た集金人に数か月分ずつ国民年金保険料

を納付した。結婚後の申立期間②については、妻が納付していたと聞いている。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、当該期間前後の期間の国民年金保険料は納付済みであり、申

立人の保険料を納付していたとする申立人の妻は、年に数回送付されてきた納付書によ

り金融機関で保険料を納付したと説明しており、当該申立期間当時に居住していた区で

は年に４回納付書を送付していたとしており、当時の納付方法及び納付頻度と合致して

いるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料を集金人に納付

し、納付書により保険料を納付したことはないと説明しているが、申立人が当時居住し

ていた区の徴収員制度は昭和 45 年５月末までであり、当時の納付方法と相違している

ほか、申立人は保険料の納付に関する記憶が曖昧であることなど、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年

４月から50年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9884   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年７月から同年９月まで 

    私の妻は、夫婦二人分の国民年金保険料を金融機関から納付していた。申立期間の

保険料が、妻は納付済みであるのに、私の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、昭和45年４月以降、60歳到達時まで申

立期間を除き国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の保険料を納付していたとする申立人の妻は、１か月6,000円くらいの

保険料を夫婦二人分一緒に金融機関から納付していたと具体的に説明しており、当時の

保険料額とおおむね一致していること、オンライン記録から納付日が確認できる昭和58

年７月から平成18年１月までの期間の保険料は全て夫婦同一日に納付されていることが

確認でき、妻は申立期間の自身の保険料は納付済みであることなど、申立内容に不自然

さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9885   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年４月から 42 年３月までの期間及び 47 年４月から同年６月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年４月から42年３月まで 

② 昭和47年４月から同年６月まで 

私の夫は、夫婦の国民年金の加入手続を行い、必ず夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していた。申立期間の保険料が、夫は納付済みとなっているのに、私の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月及び３か月とそれぞれ短期間であり、申立人は国民年金制度発足

時の昭和 36年４月から 60歳到達時まで、申立期間を除き国民年金保険料を全て納付し

ている。 

また、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 41 年度欄には「50 年５月 22 日納め

る」と、47 年度欄には「50.５.22 ４月～６月３ケ月」と、第２回特例納付実施期間

内の年月日が記載されており、申立人と国民年金手帳の記号番号が連番で払い出され、

申立期間の保険料を一緒に特例納付したとする夫は、オンライン記録では昭和 41 年度

は「18条 12月」と、47年４月から同年６月は「Ｋ」と記載されており、申立期間の自

身の保険料を第２回特例納付により納付していることが確認できることなど、申立内容

に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9886                                   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年２月から同年 11 月までの国民年金被保険者資格については、平成

９年３月に第３号特例措置に基づく届出を提出していると認められることから、第３号

被保険者に係る納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年２月から同年11月まで 

私は、結婚後ずっと専業主婦であった。夫が厚生年金保険の被保険者となってい

るのに、申立期間が国民年金に未加入で第３号被保険者とされていないことに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫は、平成６年２月から厚生年金保険の被保険者であることが、夫のオンラ

イン記録から確認でき、申立人はその配偶者であることから、第３号被保険者となるべ

きであるが、申立人は第１号被保険者から第３号被保険者への切替手続をしばらく行っ

ていなかった。申立人の第３号特例措置に基づく届出は平成９年３月 31 日に行われて

いるが、申立人の届出に基づき社会保険事務所（当時）が同年４月 23 日に特例第３号

被保険者の処理を行った際、第３号被保険者適用日は本来６年２月 10 日とすべきとこ

ろを誤って６年 12 月 10 日として処理したと考えられる。この適用日については 22 年

８月に訂正されているが、第３号特例措置は当該届出のあった日の属する月の翌月から

年金額が改定されるため、申立人の場合 60 歳から老齢基礎年金の繰上げ請求を行って

おり、60 歳となった 18 年＊月から訂正後の 22 年８月までの年金額に反映されないと

いう不利益を被ることになる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の平成６年２月から同年 11 月ま

での国民年金被保険者資格については、平成９年３月に第３号特例措置に基づく届出を

提出していると認められることから、第３号被保険者に係る納付記録を訂正することが

必要である。 



                      

  

東京国民年金 事案9889 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年１月から同年３月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を自宅に来る集金人に

納付してくれていた。婚姻後は、私が自宅に来る集金人に保険料を納付してきた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の

国民年金保険料を60歳に至るまで全て納付している上、婚姻前には一緒に保険料を納付

していたとする申立人の両親は、当該期間の保険料が納付済みとなっている。 

また、申立人が所持する年金手帳によると、申立人は婚姻直後の昭和46年３月７日に

強制加入被保険者から任意加入被保険者への切替手続を行っている上、申立人は、婚姻

後に区内転居しているものの、当該年金手帳の検認記録により、申立期間直後の46年４

月から同年６月までの保険料を同年５月に納付していることが確認でき、当該納付時点

で、申立期間の保険料を過年度納付することが可能である。 

さらに、申立人は、自宅に来る集金人に保険料を納付してきたと述べており、申立人

が当時居住していた区では、申立期間当時、区の集金人が現年度保険料を集金する際、

国庫金の納付書を持参し、過年度納付についても案内していたと説明しているなど、申

立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9890 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年４月から同年 12 月までの期間及び 55 年７月

から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54年４月から同年12月まで 

             ② 昭和 55年４月から同年９月まで 

             ③ 昭和59年１月から60年３月まで 

    私は、結婚した翌年に夫婦で国民年金に加入し、その後、妻が毎回定期的に夫婦二

人分の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び申立期間②のうち昭和 55 年７月から同年９月までの期間については、

申立期間①は９か月と短期間である上、国民年金保険料を一緒に納付していたとする申

立人の妻は、当該期間の自身の保険料がいずれも納付済みであるなど、申立内容に不自

然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②のうち昭和 55 年４月から同年６月までの期間及び申立期

間③については、申立人の妻が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、妻は、当該期間当時の保険料の納付方法及び保険料

額等の記憶が曖昧である。 

また、申立期間②のうち昭和 55 年４月から同年６月までの期間及び申立期間③のう

ち 59 年１月から同年３月までの期間は、妻も保険料が未納である上、申立人は、申立

期間③直後の昭和 60 年度及び 61 年度の保険料を昭和 62 年７月に遡って納付している

ことが確認でき、当該納付時点では、申立期間③の保険料は時効により納付することが

できないなど、申立人の妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年



                      

  

４月から同年 12月までの期間及び 55年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9891 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの期間、55 年１月から

同年３月までの期間及び同年 10月から56年６月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 55年１月から同年６月まで 

             ③ 昭和55年10月から56年６月まで 

             ④ 昭和 59年１月から同年３月まで 

    私は、結婚した翌年に夫婦で国民年金に加入し、その後、毎回定期的に夫婦二人分

の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び申立期間③については、それぞれ３か月及び９か月と短期間であり、

前後の国民年金保険料は納付済みである上、一緒に納付していたとする申立人の夫も、

当該期間の保険料が納付済みとなっている。また、申立期間②のうち昭和 55 年１月か

ら同年３月までの期間についても、夫は当該期間の保険料が納付済みとなっているなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②のうち昭和 55 年４月から同年６月までの期間及び申立期

間④については、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、当該期間は、一緒に保険料を納付していたとする夫も未納

であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年

１月から同年３月までの期間、55年１月から同年３月までの期間及び同年10月から56

年６月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9892 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年１月から同年３月まで 

    私は、従姉から母を通じて国民年金に加入するよう薦められたため、昭和 51 年１

月に市役所で国民年金の任意加入手続を行った。その際、国民年金保険料額が安か

ったという記憶しかないが、保険料を市役所窓口で納付し、その後は、送付される

納付書により金融機関で保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を、第３

号被保険者期間を除き全て納付しており、納付済期間のうち過半は保険料を前納してい

る。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続を行った際に、市役所窓口で保険料を納付した

と説明しており、申立人が所持する年金手帳、特殊台帳及び申立人が当時居住していた

市が保管する国民年金被保険者名簿によると、申立人は申立期間当初の昭和 51 年１月

26 日に任意加入していることが確認でき、当該任意加入時点で、申立期間は保険料を

現年度納付することが可能な期間であることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

    



                      

  

東京国民年金 事案9895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和47年９月から50年３月まで 

私の夫は、昭和 49年９月か 10月頃に、夫婦二人の国民年金の加入手続をして、国

民年金保険料を２年間遡って納付し、その後の保険料も納付してくれていた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間のうち昭和 50 年１月から同年３月までの期間については、申立人の国民年金手

帳の記号番号は、51 年 11 月に夫と連番で払い出されており、当該払出時点で、当該期間の

国民年金保険料を過年度納付することが可能であり、夫婦二人分の保険料を納付していたと

する夫の当該期間の保険料は、納付済みであること、夫婦の当該期間直後から夫婦が厚生年

金保険に加入する前の平成９年７月までの期間の保険料は全て納付済みであり、複数回の保

険料充当期間もおおむね一致していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち昭和 47 年９月から 49 年 12 月までの期間については、申

立人の夫が当該期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無

く、上記の手帳記号番号払出時点では、当該期間のうちの大部分の期間は時効により保険料

を納付することができない期間であること、夫婦二人分の保険料を納付していたとする申立

人の夫も当該期間の保険料は未納であること、申立人は、現在所持するオレンジ色の手帳１

冊以外には、ほかに手帳を受け取った記憶は無いと説明しており、当該期間当時に申立人に

別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないことなど、申立人

の夫が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和50年１月か

ら同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9896 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48年 10月から 49年３月までの国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年１月から41年３月まで 

             ② 昭和 48年10月から49年３月まで 

私が 20 歳の頃に、国民年金の加入通知が届いたので、父が加入手続をして国民年

金保険料を自宅に来る集金人に納付してくれていた。昭和 48 年に転居した後は、私

が金融機関で保険料を納付するようになった。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、当該期間は６か月と短期間であり、申立人は、当該期間前後

の期間の国民年金保険料を現年度納付していることが確認でき、申立人は、当該期間の

保険料の納付書を受け取っていたと考えられること、申立人は昭和41年４月以降平成14

年に60歳に到達するまで、申立期間を除き保険料を全て納付していることなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の父親が当該期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の保険料を納付して

いたとする父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不

明である。また、申立人の国民年金手帳の記号番号は当該期間後の昭和41年７月に払い

出されており、当該払出時点では、当該期間のうち39年３月以前の期間は時効により保

険料を納付することができない期間であり、その後の同年４月から41年３月までの期間

の保険料は過年度保険料となるが、申立人は父親から遡って保険料を納付したとは聞い

ていないと説明しているなど、申立人の父親が当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和48年10



                      

  

月から49年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9898 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年 12 月から 53 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年12月から53年３月まで 

私は、昭和 52年12月に区役所出張所で国民年金の任意加入手続をし、国民年金保

険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は４か月と短期間であり、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を全て納

付している。 

また、オンライン記録から、申立人は、申立期間当初の昭和 52 年 12 月 20 日に国民

年金に任意加入していることが確認でき、申立期間の現年度保険料の納付書は発行され

ていたと考えられること、任意加入直後の申立期間の保険料を未納のままにしたとは考

えにくいことなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案9899 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年１月から同年３月まで 

    私は、結婚して間もない昭和 39 年４月に区役所で国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間の

国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和39年６月１日に払い出されているが、

申立人の手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の中には、資格取得日が同年４月とさ

れている被保険者が複数存在していることがオンライン記録で確認でき、申立人は、同

年４月に加入手続を行い、当該手続時に申立期間の保険料を現年度納付することが可能

であったと考えられること、申立人は、その後の厚生年金保険から国民年金への切替手

続も適切に行っていることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9903 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 12 年２月、同年４月及び同年６月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 11年２月から同年11月まで 

             ② 平成 12年２月 

             ③ 平成 12年４月 

             ④ 平成12年６月  

私は、平成 11 年２月に会社を退職し、しばらくしてから納付書がまとめて送付さ

れてきたため、国民年金保険料が未納となっていることを知った。未納の保険料を一

括では納付できなかったため、数回に分けて、近くの郵便局、金融機関で納付した。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②、③及び④については、いずれも１か月と短期間であり、前後の国民年金

保険料は納付済みである。 

また、オンライン記録によると、申立人が厚生年金保険適用事業所を退職した平成11

年２月１日を勧奨事象発生日として、同年４月23日に初回の国民年金の加入勧奨が行わ

れているものの、加入手続が行われなかった場合にその４か月後に行われる最終勧奨の

記録が無いことから、申立人は同年８月までに第２号被保険者から第１号被保険者への

種別変更手続を行ったものと考えられる。 

さらに、申立期間①直後の平成11年12月及び12年１月の保険料を14年１月に過年度納

付していることが確認できることから、申立人には、当該納付時点で、申立期間②、③

及び④を含め12年２月から13年３月までの期間内に所在する未納期間については、全て

過年度納付書が発行されていたものと推察され、当該納付時点で、申立期間②、③及び

④の保険料を過年度納付することが可能であったと考えられる。 

加えて、申立人は、申立期間を除き保険料を全て納付しており、平成13年７月以降は



                      

  

付加保険料も併せて納付していることから、納付意識は高かったものと考えられるなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、納付時期及び納付金額

についての記憶が曖昧である。 

また、申立期間①直後の平成11年12月及び12年１月の保険料は、14年１月に遡って納

付されており、当該納付時点では、当該期間は時効により保険料を納付することができ

ない期間であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成12年２

月、同年４月及び同年６月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9908 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年８月から 55年１月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年８月から55年１月まで 

    私は、昭和 54 年１月から非常勤で会社に勤めたが、途中で厚生年金保険の被保険

者資格要件を満たさなくなったため、国民年金の再加入手続を行い、国民年金保険料

を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民年金加入期間の国民

年金保険料を全て納付しているほか、申立人は昭和 54 年１月から非常勤で会社に勤め

たが、途中で厚生年金保険の被保険者資格要件を満たさなくなったとして会社側から国

民年金に加入するように勧められたため、国民年金の再加入手続を行い、保険料を納付

したと具体的に説明しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9909 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年１月から同年３月まで 

    私の妻は、私たち夫婦の国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く婚姻後の国民年金加入

期間の国民年金保険料を全て納付しているほか、夫婦の保険料を納付していたとする妻

は、申立期間の自身の保険料は平成22年８月付けで当委員会のあっせんにより納付記録

が訂正され、それを含め国民年金加入期間の保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和46年11月から同年12月頃に夫婦連番で

払い出されており、申立期間の保険料は現年度納付することが可能であるなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9910 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57年３月から 58年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年３月から58年３月まで 

    私の父は、私が 20 歳になった後に私の国民年金の加入手続を行い、私が結婚する

まで国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 13 か月と比較的短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金保険

料を全て納付しており、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付したとする申立

人の父親は、申立期間の自身の保険料を前納していることがオンライン記録で確認でき

る。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 58 年４月又は同年５月に払い出され

ており、当該払出時点で申立期間の保険料は現年度納付又は過年度納付することが可能

であったこと、申立人の保険料を納付したとする父親は、納付書が送付されれば親の義

務として必ず納付していたと説明していること、申立人が申立期間当時に居住していた

町を管轄する年金事務所は、申立人に対して申立期間の過年度納付書を送付していたも

のと考えられると回答していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9913 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年３月までの期間の国民年金保

険料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和62年４月から平成元年３月まで 

             ② 平成２年４月から８年１月まで 

    私は、昭和 59 年頃、外国籍の者でも国民年金に加入でき、国民年金保険料の免除申請

ができることを知り、妻と一緒に国民年金の加入手続を行い、保険料の免除申請をした。

以後、確定申告を行うごとにその控えを持って妻と一緒に保険料の免除申請をした。暮ら

しが少し良くなったときには保険料を納付したこともある。一緒に保険料の免除申請し、

保険料を納付してきた妻の納付記録と私の納付記録が違うのはおかしい。申立期間の①

及び申立期間の②のうちの平成２年４月から７年５月までの期間が免除とされておら

ず、また、申立期間の②のうちの平成７年６月から８年１月までの期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間の①のうちの昭和 63 年４月から平成元年３月までの期間については、一

緒に免除申請をしていたとする妻は、当該期間に係る国民年金保険料を申請免除され

ており、また、オンライン記録によると、当該期間直後の平成元年４月から２年３月

までの期間については、申立人とその妻はいずれも申請免除期間である上、両名の申

請年月日も一致していることが確認できる。これらのことから、申立人の申立期間の

うちの昭和 63 年４月から平成元年３月までの期間に係る申立内容に一定の整合性が

見受けられる。 

 ２ 一方、申立期間の①のうちの昭和 62年４月から63年３月までの期間及び申立期間

の②のうちの平成２年４月から７年５月までの期間については、オンライン記録によ

れば、一緒に免除申請をしていたとする妻も免除申請しておらず、未納となっている

ことが確認できる上、ほかに申立人が当該期間の保険料について免除申請していたこ



                      

  

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。加えて、申立期間の①のうちの昭和 62

年４月から 63 年３月までの期間及び申立期間の②のうちの平成２年４月から７年５

月までの期間の保険料が免除されていたことを示す関連資料は無い。 

   また、申立期間の②のうちの平成７年６月から８年１月までの期間については、申

立人の妻は保険料が納付済みであるが、申立人は、「免除を申請する際に資格取得月

数が足りず国民年金は受給できませんと言われた。」と述べており、年金受給額に反

映しない保険料を納付していたとは考え難い上、ほかに申立人が当該期間の保険料に

ついて納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。加えて、当該期間

の保険料が納付されていたことを示す家計簿、確定申告書等の関連資料は無い。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間のうちの昭和 63 年

４月から平成元年３月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたもの

と認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9914 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認められるこ

とから、昭和49年４月から同年 12月までの期間の納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年４月から同年12月まで 

私は、申立期間当時に住んでいたＡ市で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によると、昭和 48 年６月頃に

払い出されていることが推認でき、申立人が所持する国民年金手帳の申立期間に係る昭

和49年度国民年金印紙検認記録欄には、「保険料は特別検認により４月から12月まで

納付済である」とのＡ市のスタンプとＡ市の印が押されている上、昭和 47 年度及び 48

年度の国民年金印紙検認記録欄にも同様に、Ａ市のスタンプとＡ市の印が押されている

など、申立内容に不自然な点は見受けられない。 

また、申立期間は９か月と短期間であり、オンライン記録によると、申立人の申立期

間の前後の期間の国民年金保険料は納付されている上、申立人は、申立期間を除き、国

民年金の加入期間の保険料を全て納付しており、申立期間後の数回にわたる住所変更に

伴う加入手続及び保険料の納付を適切に行っていることが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年金保険料につ

いては、納付されていたものと認められる。 

 

 



東京厚生年金 事案 14492～14520（別添一覧表） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を＜標準賞与額＞（別

添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  

基礎年金番号  ：    別添一覧表参照 

生 年 月 日  ：  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間  ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

Ａ組合における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準

賞与額の記録が無いことが分かった。同組合は、記録訂正の届出を行っ

たが、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ組合から提出された６月賞与支払一覧表により、申立人は、申立期間

に同組合から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、６月賞与支払一覧表にお

ける当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別添

一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）

に対して提出しておらず、また、当該賞与に係る保険料を納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



事案番号 基礎年金番号 氏名 生年月日 住 所
申立期間

（賞与支給日）

14492 男 昭和27年生 平成19年6月26日 88万 7,000円

14493 男 昭和30年生 平成19年6月26日 46万 3,000円

14494 男 昭和30年生 平成19年6月26日 118万 2,000円

14495 男 昭和36年生 平成19年6月26日 40万 3,000円

14496 男 昭和37年生 平成19年6月26日 29万 7,000円

14497 女 昭和35年生 平成19年6月26日 37万 5,000円

14498 女 昭和33年生 平成19年6月26日 30万 4,000円

14499 男 昭和23年生 平成19年6月26日 62万 5,000円

14500 男 昭和38年生 平成19年6月26日 47万 3,000円

14501 男 昭和35年生 平成19年6月26日 46万 7,000円

14502 男 昭和46年生 平成19年6月26日 38万 6,000円

14503 男 昭和27年生 平成19年6月26日 40万 9,000円

14504 男 昭和24年生 平成19年6月26日 28万 2,000円

14505 男 昭和48年生 平成19年6月26日 35万 9,000円

14506 男 昭和29年生 平成19年6月26日 32万 円

14507 男 昭和47年生 平成19年6月26日 29万 円

14508 女 昭和53年生 平成19年6月26日 24万 9,000円

14509 女 昭和51年生 平成19年6月26日 25万 9,000円

14510 男 昭和45年生 平成19年6月26日 30万 3,000円

14511 男 昭和29年生 平成19年6月26日 24万 円

14512 女 昭和52年生 平成19年6月26日 23万 8,000円

14513 男 昭和51年生 平成19年6月26日 29万 6,000円

14514 男 昭和38年生 平成19年6月26日 35万 7,000円

14515 男 昭和44年生 平成19年6月26日 55万 1,000円

14516 女 昭和47年生 平成19年6月26日 27万 5,000円

14517 女 昭和40年生 平成19年6月26日 31万 7,000円

14518 男 昭和40年生 平成19年6月26日 28万 4,000円

14519 男 昭和40年生 平成19年6月26日 28万 4,000円

14520 男 昭和31年生 平成19年6月26日 38万 7,000円

標準賞与額



 

東京厚生年金 事案 14521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年 11月 18日から 35年２月 25日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金を受給してい

ることを知った。 

しかし、申立期間の事業所を退職するときには、脱退手当金の説明は無

く、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、脱

退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約１年３か月後の昭和 36 年６月１日に支給決定されたこととなってお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保

険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであ

り、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人

は、昭和 35 年３月に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を

請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険

者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。し

かしながら、申立人が３回の被保険者期間のうち、２回の被保険者期間を失

念するとは考え難い。 

加えて、申立人は脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、

既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人が、申立期間



 

当時脱退手当金を請求する意思を有していたものとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

東京厚生年金 事案 14522 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年６月 30日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与一覧表により、申立人は、申立期間に同社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与一覧表において確

認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、15 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申

立期間当時の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、それぞれ 80 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 16年８月 31日 

         ② 平成 17年６月 16日 

         ③ 平成 17年８月 31日 

         ④ 平成 18年４月 30日 

         ⑤ 平成 18年８月 31日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細書、所得税源泉徴収簿及び回答書により、申

立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細書、所得税源

泉徴収簿及び回答書において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額か

ら、それぞれ 80万円とすることが妥当である。 



 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申

立期間当時の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 18 年７月 14 日は３万円、同年 12

月 15日は 15万円、19年 12月 14日は 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 18年７月 14日 

         ② 平成 18年 12月 15日 

         ③ 平成 19年 12月 14日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から

賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細書において確

認できる賞与支給額及び厚生年金保険料控除額から、平成 18 年７月 14 日は

３万円、同年 12 月 15 日は 15 万円、19 年 12 月 14 日は 18 万円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提出

しておらず、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14525 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 50万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同

社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表に

おいて確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、50 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申

立期間当時の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同社か

ら賞与の支払を受け、標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表におい

て確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時

の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納

付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14527 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 72 万 8,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同社か

ら賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表におい

て確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、72 万 8,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時

の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納

付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14528 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 57 万 9,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同社か

ら賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表におい

て確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、57 万 9,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時

の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納

付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14529 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 60万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同

社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表に

おいて確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、60 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申

立期間当時の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14530 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 41万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同

社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表に

おいて確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、41 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申

立期間当時の届出誤りにより訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 16 年５月１日、資

格喪失日が 18 年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31 日から同年

４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪

失日を同年４月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 38 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年３月 31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。同社は、事後訂正の届出を行ったが、保険料は時効により納付でき

ず、申立期間は年金額の計算の基礎となっていないので、給付されるよう

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった在職期間証明書及び給与台帳

により、申立人が同社に平成 18 年３月 31 日まで勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与台帳において確認できる

保険料控除額から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は誤って届け出たことを認めており、社会保険事務所（当時）は、申立

人に係る平成 18 年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保



 

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案 14535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間①の標準報酬月額に係る記録を、平成 13 年３月から 15 年３月

までは 32万円、同年４月から 20年８月までは 38万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立期間①の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②から⑫までについて、その主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月 11

日は 37 万円、同年 12 月 29 日は 30 万 5,000 円、16 年７月 15 日は 37 万円、

同年 12 月 15 日は 38 万 9,000 円、17 年７月 15 日は 38 万円、同年 12 月 16

日は 33 万 3,000 円、18 年７月 14 日、同年 12 月 14 日及び 19 年７月 20 日は

38 万円、同年 12 月 21 日は 29 万 6,000 円、20 年７月 18 日は 32 万 3,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 13月３月１日から 20年９月１日まで  

             ② 平成 15年７月 11日              

③ 平成 15年 12月 29日 

④ 平成 16年７月 15日 

⑤ 平成 16年 12月 15日 

⑥ 平成 17年７月 15日 

⑦ 平成 17年 12月 16日 

⑧ 平成 18年７月 14日 



 

⑨ 平成 18年 12月 14日 

⑩ 平成 19年７月 20日 

⑪ 平成 19年 12月 21日 

⑫ 平成 20年７月 18日 

   Ａ社に勤務していた申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬

月額に見合う標準報酬月額と相違している。給料明細書を提出するので、

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

申立期間②から⑫までの標準賞与額の記録が無い。賞与明細書を提出す

るので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額については、申立人から提出さ

れた給料明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成

13 年３月から 15 年３月までは 32 万円、同年４月から 20 年８月までは 38

万円とすることが妥当である。 

なお、平成 14 年４月から同年６月まで、同年８月、同年９月、15 年２

月、同年５月、同年 11 月及び 18 年７月分の給料明細書を申立人は保管し

ておらず、当該給与からの保険料控除を確認することはできないが、申立

人から提出のあった預金通帳から、申立人はＡ社から当該期間に係る給与

の支払を受けていたことが確認でき、当該振込額は当該期間の前後の給料

明細書の金額とおおむね一致していることから、当該期間について同額の

給与の支払を受け、同額の保険料が控除されていたものと認められる。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から回答は得られないが、上記給料明細書で確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が

申立期間①の全期間にわたって一致していないことから、事業主は、申立

期間①の標準報酬月額について、上記給料明細書で確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険

事務所（当時）は当該標準報酬月額に基づく保険料について、納入の告知

を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

２ 申立期間②、④から⑥まで及び⑧から⑫までについて、賞与明細書から

申立人は、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間③及び⑦の標準賞与額については、賞与明細書等により

保険料控除を確認することはできないが、申立人から提出のあった預金通

帳から、申立人は当該期間にＡ社から賞与の支払を受けていたことが確認

でき、同僚の賞与明細書から当該期間の保険料控除が確認できることから、

申立人についても事業主により賞与から厚生年金保険料が控除されていた

ものと認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立期間②から⑫までの標準賞与額については、賞与明細

書において確認できる保険料控除額又は賞与額及び預金通帳において確認

できる賞与振込額から、平成 15年７月 11日は 37万円、同年 12 月 29日は

30 万 5,000 円、16 年７月 15 日は 37 万円、同年 12 月 15 日は 38 万 9,000

円、17 年７月 15 日は 38 万円、同年 12 月 16 日は 33 万 3,000 円、18 年７

月 14 日、同年 12 月 14 日及び 19 年７月 20 日は 38 万円、同年 12 月 21 日

は 29 万 6,000 円、20 年７月 18 日は 32 万 3,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が、申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主から回答が得られず、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



 

東京厚生年金 事案 14538                                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本社におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 35 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年１月５日から同年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

昭和 34 年４月１日に入社して 36 年１月９日に退社するまで継続して勤務

していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の管理部部長及びＡ社元従業員の供述から判断すると、申立人が申立

期間もＡ社に継続して勤務（同社本社から同社Ｃ出張所に異動）していたこ

とが認められる。 

また、上記の管理部部長は、申立人のＡ社本社の資格喪失日から同社Ｃ出

張所の資格取得日までの期間の被保険者資格の空白は、事業所間の社会保険

手続の連絡がうまくいっていなかったことにより生じたものと考えられ、同

社では、申立人の給与から継続して保険料を控除していたものと考えられる

と供述している。 

さらに、Ａ社Ｃ出張所開設時の所長は、当時の給与計算は同社本社で行っ

ており、本社より送付された明細書に基づいて、自身が現金を袋詰めして従

業員に支給しており、厚生年金保険被保険者から保険料を控除しない期間は

無かったと供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社本社において申立期間に係



 

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められること

から、同社本社における資格喪失日を昭和 35 年２月１日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 34

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、上記の管理部部長は保険料を納付したか否かについては不明としてお

り、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから行ったとは認められない。 

 



 

東京厚生年金 事案 14539                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19年７月 10日は 38万円、同

年 12月 11日は 51万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 38



 

万円、同年 12月 11日は 51万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14540                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 34 万 7,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる保険料控除額から、34万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



 

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14541                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19年７月 10日は 23万円、同

年 12月 11日は 33万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 23



 

万円、同年 12月 11日は 33万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14542 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成 19 年７月 10 日について、25 万円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を 25 万円とすること

が必要である。 

また、申立期間のうち、平成 19年 12月 11 日に係る標準賞与額については、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額とならない記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を 34 万 7,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、申立期間②

について訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、

当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付



 

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 25

万円、同年 12月 11日は 34万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14543                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 34 万 4,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年７月 10日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間に係る標準賞与額については、「支給控除一覧表」

において確認できる保険料控除額から、34 万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 



 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14544                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19 年７月 10 日は 29 万 6,000

円、同年 12月 11日は 42万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 29



 

万 6,000円、同年 12月 11日は 42万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14545                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19 年７月 10 日は 36 万 5,000

円、同年 12月 11日は 51万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 36



 

万 5,000円、同年 12月 11日は 51万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14546                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19年７月 10日は 60万円、同

年 12月 11日は 87万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 60



 

万円、同年 12月 11日は 87万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14547                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19年７月 10日は 38万円、同

年 12月 11日は 51万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 38



 

万円、同年 12月 11日は 51万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



 

東京厚生年金 事案 14548                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19年７月 10日は 35万円、同

年 12月 11日は 45万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成 19年７月 10日  

             ② 平成 19年 12月 11日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ法人が当該

賞与について、届出を行っていなかった。同法人は、その後、訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人から提出された「支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間に

同法人から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「支給控除一覧表」にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 35

万円、同年 12月 11日は 45万 5,000円とすることが妥当である。 



 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対し

て提出していなかったこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。



                      

  

東京厚生年金 事案14550                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間のうち、平成５年４月１日から６年 10 月１日までの期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た標準報

酬月額であったと認められることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を、平成

５年４月から同年６月までは 53万円、同年７月から６年９月までは47万円に訂正する

ことが必要である。 

また、申立人の申立期間のうち、平成６年 10 月１日から７年７月１日までの期間に

係る厚生年金保険の標準報酬月額を、６年 10月は34万円、同年11月及び同年12月は

32万円、７年１月から同年６月までは 22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から７年７月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に給

与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。申立期間の標

準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額は、当初、平成５年４

月から同年６月までは 53万円、同年７月から６年１月までは47万円と記録されていた

ところ、同年２月 10日付けで 20万円に遡って減額訂正されており、申立人のほか６名

の従業員の標準報酬月額も同様に遡って減額訂正されていることが確認できる。 

一方、申立人は、申立期間当時、Ａ社の経理担当従業員であったが、当該減額訂正の

手続には関与していなかったと供述しているところ、同社の当時の事業主は、社会保険

事務所への手続等をほかに任せていたため、当該減額訂正について不明であると供述し

ているものの、同社の元取締役は社会保険事務所から滞納保険料に関する説明を受け、

当該減額訂正の手続を事業主に代わって行ったと供述していることを踏まえると、申立



                      

  

人が当該遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、平成６年２月 10 日付けで行われた遡及訂正処理は事

実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において当該訂正処理を行う合理的な理

由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録の訂正があったとは認められない。このため、

当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の５年４月から６年９月までの標

準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、５年４月から同年６月までは

53万円、同年７月から６年９月までは 47万円に訂正することが必要と認められる。 

 また、申立期間のうち、平成６年 10 月から７年６月までの期間に係る標準報酬月額

については、上記遡及訂正処理が行われた日以降の最初の定時決定（平成６年 10 月１

日）において、20 万円と記録されているところ、当該処理については、遡及訂正処理

との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理で

あったとは言えない。 

しかしながら、申立人は当該期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てており、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額

を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することになる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人から提出された平成７

年度及び８年度の特別区民税･都民税特別徴収税額通知書において確認又は推認できる

厚生年金保険料控除額から、６年 10月は 34万円、同年 11月及び同年 12月は 32万円、

７年１月から同年６月までは 22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、上記特別区民税･都民税特別徴収税額通知書において確認又は

推認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準

報酬月額が一致していないことから、事業主は、当該厚生年金保険料控除額に見合う報

酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14551～14558（別添一覧表参照）                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

    基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

    生 年 月 日 ：  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成17年12月23日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社が当該賞与について

届出を行っていなかった。同社は、その後、訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料

は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよ

う記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された「給与台帳・賞与」により、申立人は、申立期間に同社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記「給与台帳・賞与」において確

認できる保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが妥当であ

る。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提出していなかっ



                      

  

たこと及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

（注） 同一事業主に係る同種の案件８件（別添一覧表参照） 

 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 標準賞与額

14551 女 昭和24年生 ９万7,000円

14552 男 昭和42年生 19万5,000円

14553 女 昭和24年生 19万5,000円

14554 女 昭和26年生 ９万7,000円

14555 男 昭和39年生 66万8,000円

14556 男 昭和32年生 ９万7,000円

14557 女 昭和41年生 ９万7,000円

14558 女 昭和38年生 14万6,000円



                      

  

東京厚生年金 事案14570 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 62 年３月 20

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和61年12月31日から62年３月20日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

の給与支給明細書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった昭和 62 年１月から同年３月分までの給与支給明細書及び同

僚の供述により、申立人が申立期間にＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の給与支給明細書において確認でき

る保険料控除額から、38万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 61 年 12 月 31 日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっているが、同社に係る商業登記簿謄本によれば、申立期間に法人事業

所であったことが確認でき、オンライン記録により、同社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった日と同日に被保険者資格を喪失した従業員が８人いることから、当時の厚

生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立期間にお

いて適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかっ

たと認められることから、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14571 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成４年９月１日であ

ると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、申立期間における標準報酬月額については、22万円とすることが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：平成４年７月 31日から同年９月１日まで 

オンライン記録によれば、申立期間における厚生年金保険の記録が無い。Ａ社には

平成４年６月１日から同年８月 31 日まで勤務していたので申立期間において被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人がＡ社に平成４年６月１日から同年８月 31 日まで継続

して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録では、Ａ社は、平成４年７月 31 日（現在は、同年 12 月１

日）に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているが、当該処理は同年10月28日付け

で遡って行われており、同日に申立人の厚生年金保険の被保険者資格を同年７月 31 日

に遡って喪失させる処理が行われているが、商業登記簿謄本により、同社は、同年７月

31 日において法人格を有することが認められることから、当該適用事業所でなくなっ

たとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年７月 31 日に資格を喪失し

た旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認め

られず、申立人の資格喪失日は、雇用保険の離職日の翌日である同年９月１日と認めら

れる。 

なお、申立人の申立期間の標準報酬月額は、申立人に係るＡ社における当該喪失処

理前の記録から、22万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14575                    

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成９年８月１日から 11年10月１日までの期間における標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったことが認め

られることから、当該期間の標準報酬月額を 41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から13年５月16日まで 

Ａ社に勤務した申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬から実際

に控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では取締役であ

ったが、社会保険事務処理の決定権限が無かったので、申立期間の標準報酬月額を正

しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成９年８月から 11 年１月までの期間の標準報酬月額については、

オンライン記録によると、当初、41 万円と記録されていたところ、同年２月 17 日付け

で、９万2,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

また、社会保険料滞納処分票から、Ａ社は平成 10 年５月頃から社会保険料の滞納が

確認でき、当時の従業員も「平成 10 年頃から給料の遅配があった。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、平成９年８月から同社が適

用事業所でなくなる時期まで、同社の取締役であったことが確認でき、また、申立人自

身、「社会保険の事務手続は自分と従業員と税理士が行っていた。」旨供述している。 

しかし、複数の従業員は、「代表者印の管理は代表取締役が行っており、社会保険事

務の権限は代表取締役にあった。」旨回答しているところ、社会保険料滞納処分票によ

ると、滞納保険料に係る社会保険事務所職員とのやりとりは全て代表取締役が行ってい

たことが確認できることから、申立人は、当該標準報酬月額の遡及訂正処理に関与して

いたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、平成 11年２月17日付けで行われた遡及訂正処理は、

事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正処理に合理的な

理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、当該遡及訂正処理の



                      

  

結果として記録されている申立人の平成９年８月から 11 年９月までの標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た 41万円に訂正することが必要と認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 11 年 10 月から 13 年４月までの期間について、申立人

の標準報酬月額は、上記遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 11 年 10

月１日）で９万 2,000 円、12 年 10 月から 13 年４月までは９万 8,000 円と記録されて

いるが、当該処理について、上記遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が

見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

また、申立人は当該期間に係る給与明細書等、保険料控除を確認できる資料を保管し

ていないとしている。 

さらに、当該期間における事業主による保険料控除については、これを確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当該期間に

ついて、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14576                     

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

平成元年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月30日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。退職日が

確認できる源泉徴収票及び給与明細書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びに申立人が提出した源泉徴収票及び給与明細書から、申立人

はＡ社に平成元年３月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書から確認できる保険料控

除額から、12万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当

時の社会保険関係資料が無いことから保険料を納付したか否かについては不明としてお

り、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ病院に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が平成３年４月１日、

資格喪失日が同年６月１日とされ、申立期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定によ

り、年金額の計算の基礎とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の同病院における資格取得日に係る記録を同年４月１日、資格喪失日

に係る記録を同年６月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 32 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から同年６月１日まで 

    Ａ病院に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。平成 13 年にな

って加入記録が無いことが分かり同病院に相談したところ、同病院は、手続を行っ

ていなかったことを認めて、厚生年金保険被保険者資格の取得届及び喪失届を提出

したが、申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間となっているので、給付さ

れるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の記録、Ａ病院から提出された申立人に係る採用内申書及び退

職願、申立人から提出された人事発令通知書、平成３年５月の支払通知及び預金通帳の

写しにより、申立人は、同年４月１日から同年５月 31 日まで同病院に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間のうち、平成３年５月の標準報酬月額については、Ａ病院は、厚生年

金保険料は当月控除であったと回答しているところ、上記支払通知において確認できる

厚生年金保険料控除額から、32万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、平成３年４月の標準報酬月額については、申立人は厚生年



                      

  

金保険料控除額を確認できる資料を保有していないが、上記人事発令通知書には申立人

の報酬月額が 32 万 7,500 円、上記の同年５月の支払通知には控除後の金額が 27 万

1,679 円、預金通帳の写しには同年４月の給与振込額が 27 万 1,679 円と記載されてお

り、同年５月と同額が振り込まれていることが確認でき、同年４月も同年５月と同額の

厚生年金保険料が控除されていたと認められることから、32 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、届出の誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないこ

とを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を、平成 14年10月から15年３月までは24万円、同年４月から同年７

月までは26万円、同年８月は 24万円、同年９月から16年２月までは26万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年10月１日から16年３月21日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、控除額に見合う標準報

酬月額と相違している。給与明細書を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立期間の厚生年金保険料控除額及び報酬

月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より高額であることが認

められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる厚

生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 14年10月から15年３月までは24万円、

同年４月から同年７月までは 26 万円、同年８月は 24 万円、同年９月から 16 年２月ま

では26万円とすることが妥当である。 

なお、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の



                      

  

履行については、事業主は、届出を誤ったため納付していないとしていることから、こ

れを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14582  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年

金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録をそれぞれ 36 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成16年12月10日 

② 平成 17年12月12日 

厚生年金保険の記録では、Ａ病院に勤務した期間のうち申立期間の標準賞与額の記

録が無い。同病院は、既に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料

を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支払明細書により、申立人は、平成 16 年 12 月 10 日及び

17 年 12 月 12 日に、Ａ病院から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①及び②の標準賞与額については、上記賞与支払明細書において確認

できる厚生年金保険料控除額から、それぞれ 36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、現在の事業主は、当時の資料が無く不明としているが、申立期間当

時の事業主は、厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 20 年８

月５日に申立人の申立期間に係る賞与支払届を提出していることが確認できることから、

社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく保険料について、納入の告知を行

っておらず、事業主は、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 35年８月１日から36年１月１日までの期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 35 年８月１日、資格喪失日に係る記録を

36 年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年５月から36年３月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務してい

たのは間違いないので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 35年８月から同年12月までについては、Ａ社における同僚の

供述及び申立人の「夏に徹夜して勤務した。勤務をしていて正月を迎えた。」とする供

述により、申立人は同社に勤務していたことが推認できる。 

また、申立人が記憶していたＡ社の同僚７人全員に同社において厚生年金保険の被保

険者としての記録が確認できる。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に被保険者記録があり、

連絡先の判明した従業員６人に照会したところ、このうち二人は、申立人と同じ職種の

仕上工であったとしている。 

加えて、申立人及び同僚が供述した当時のＡ社の従業員数と同社に係る事業所別被保

険者名簿の厚生年金保険被保険者数がほぼ一致するため、当時、同社において、ほぼ全

ての従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の前後に入社した同年齢の複数の



                      

  

従業員の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該期間にお

いて事業所別被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社

会保険事務所の記録が失われたとは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機

会においても社会保険事務所が申立人に係る届出を記録しないとは考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 35年８月から同年12月までの保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 35年５月から同年７月までの期間及び36年１月から同

年３月までの期間についても、申立人はＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時の事業

主は死亡していることから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

また、申立人が記憶していた上記の同僚は、申立人のＡ社における入社日及び退職日

までは記憶していないとしている。 

さらに、申立人もＡ社における当該期間の勤務実態及び入社日や退職日について明確

に記憶していない。 

そこで、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に被保険者記録があり、

連絡先が判明した従業員６人に照会したところ、回答があった６人全員が申立人を覚え

ていなかったことから、これらの者から申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年

金保険料の控除について供述を得ることができない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

については、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14587 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、平成３年 11 月

から４年９月までは 53 万円、同年 10 月から５年９月までは 50 万円に訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19 年生  

住    所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11月１日から５年10月31日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が給与より低く記録されてい

る。申立期間の標準報酬月額を実際の給与に見合うよう訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成５年

11 月 10 日より後の同年 12 月６日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額につ

いては、３年 11月から４年９月までは 53万円、同年10月から５年９月までは50万円

と記録されていたものが、遡って８万円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、社会保険事務所において、上記遡及訂正処理を行う合理的な理由は見当たら

ない。 

一方、Ａ社の商業登記簿謄本では、申立人は、申立期間において同社の取締役であっ

たことが確認できるところ、同社の事業主は、「申立人は、社会保険関係の事務をする

ことは無かった。当社の本社営業所調理部長で調理人のトップとして、調理だけの仕事

をしていた。」と回答しており、従業員の一人は、申立人は同社の調理部長であったと

していることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、有効

な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た、平成３年 11 月から４年９月までは 53 万円、同年

10月から５年９月までは 50万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14588 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ病院における資格喪失日に係る記録を平成７年 11 月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から同年11月１日まで 

Ａ病院に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同病院

には、麻酔科研修医として勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ病院が保管する申立人の「人事記録（乙）」によると、申立人が、申立期間も同病

院に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ病院の総務給与担当者は、人事記録から申立期間の勤務が確認できることか

ら、一般的には申立人の給与から保険料控除があったことが推察できるとしている。さ

らに、同担当者は、申立人に係る資格喪失届を当時の担当者が誤って処理したのではな

いかと思われるとしている。 

これらの事実、これまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることができる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ病院における平成７年９月の

社会保険事務所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したかどうかについては不明としているが、Ａ病院が保管している健康保険

厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書によると、事業主が社会保険事務所に対して

資格喪失日を平成７年 10 月１日として届け出たことが確認できることから、事業主が



                      

  

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年 10 月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14589 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち平成９年 10月１日から同年11月１日までの期間について、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 44 万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主が平成９年 10 月の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年 10月１日から13年11月29日まで                        

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月

額が実際に支給されていた給料よりも 10 万円低く記録されているので、正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成９年 10 月の標準報酬月額については、Ａ社から提出された

「平成９年分給与所得退職所得に対する所得税源泉徴収簿」から判断すると、申立人の

主張する標準報酬月額 44 万円に基づく厚生年金保険料が事業主により給与から控除さ

れていることが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否か不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 

 一方、申立期間のうち、平成９年 11 月から 13 年 10 月までの標準報酬月額について

は、Ａ社が加入するＢ厚生年金基金が保管する厚生年金基金加入員給与月額算定基礎届

及びＣ健康保険組合が保管する被保険者記録照会による申立人の当該期間に係る標準報



                      

  

酬月額は、オンライン記録と一致している。 

また、Ａ社の事業主から提出された申立人に係る平成９年分から 13 年分までの「給

与所得退職所得に対する所得税源泉徴収簿」によると、９年 12 月から 13 年 10 月まで

の期間に控除されている社会保険料から算定した厚生年金保険の標準報酬月額は、オン

ライン記録とほぼ一致する。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間の

うち平成９年 11 月から 13 年 10 月までの期間について、申立人がその主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14591 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成22年９月28日付けで行われた申立人の年金記録に係る苦情のあっせ

んについては、同日後に新たな事実が判明したことから、当該あっせんによらず、厚生

年金保険法の規定に基づき、申立人の申立期間④に係る標準賞与額を５万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年４月18日 

② 平成15年６月27日 

③ 平成16年４月８日 

④ 平成17年12月12日 

Ａ法人における厚生年金保険の被保険者期間のうち、各申立期間の標準賞与額の記

録が無いことが分かった。事後に記録の訂正は行われたが、申立期間の記録は給付に

反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録については、事業主から提出された

賃金台帳から、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

こと及び事業主は、申立期間に係る保険料納付義務を履行していないと認められるとし

て、既に当委員会において決定したあっせん案の報告に基づき、平成22年９月28日付け

で総務大臣から年金記録に係る苦情のあっせんが行われている。 

しかしながら、申立期間④について、当該あっせん後に、オンライン記録から、事業

主により厚生年金保険法第81条の２に基づく育児休業期間中の厚生年金保険料徴収に係

る免除の申出がされていることが判明した。 

一方、申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされていることが確認で

きるが、同法第81条の２の規定に基づき事業主により、免除の申出があった場合には、

育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については、徴収が行われないことから、た

とえ、申立期間④当時に当該期間の厚生年金保険被保険者賞与支払届が提出されておら



                      

  

ず、同法第75条本文の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞与額であ

っても、正しい標準賞与額を基に年金額の計算をすべきものと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、平成22年９月

28日付けあっせんは、事実関係を誤認したものであり、申立人の申立期間④に係る標準

賞与額については、事業主から提出された賃金台帳における賞与額から、５万円とする

ことが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和34年10月19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万8,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年８月１日から同年10月19日まで 

年金記録をチェックしたところ、Ａ社Ｃ支店から同社Ｄ支店への転勤時に２か月間

の記録が無いことが分かった。昭和25年４月１日に入社以来一貫して同社に勤務し、

保険料も天引きされていたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された（在籍）証明書から判断すると、申立人

がＡ社に継続して勤務し（昭和34年10月19日に同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和34年７

月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては不明

としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和46年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を10万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分か

った。しかし、転勤による異動はあっても途中退職した覚えは無いので、申立期間も

厚生年金保険の被保険期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出のあった人事記録等から判断すると、申立人が

Ａ社に継続して勤務し（昭和46年４月１日に同社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和46年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、10万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って提出し、申立期間に係る厚生年

金保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る

申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和46年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分か

った。しかし、転勤による異動はあっても途中退職した覚えは無いので申立期間も厚

生年金保険の被保険期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出のあった人事記録等から判断すると、申立人が

Ａ社に継続して勤務し（昭和46年４月１日に同社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和46年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って提出し、申立期間に係る厚生年

金保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る

申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14595 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和46年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分か

った。しかし、転勤による異動はあっても途中退職した覚えは無いので申立期間も厚

生年金保険の被保険期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出のあった人事記録等から判断すると、申立人が

Ａ社に継続して勤務し（昭和46年４月１日に同社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和46年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、８万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って提出し、申立期間に係る厚生年

金保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る

申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14596 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果53万円とされている

ところ、当該額は厚生年金保険法第75条本文の規定に該当することから、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の47万円とされているが、申立人のＡ社（現在は、

Ｂ社）における申立期間に係る標準報酬月額は、53万円であったことが認められること

から、当該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を53万円とす

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年10月１日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に給与から控除さ

れていた保険料額に見合う標準報酬月額と相違していることが分かった。Ｂ社は、誤

りに気付き事後訂正の届出を行ったが、訂正後の標準報酬月額は、年金額に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、47万円と記録されていたところ、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消

滅した後の平成22年９月22日付けで、53万円に訂正されたが、厚生年金保険法第75条本

文の規定に基づき、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬

月額（53万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（47万円）となっている。 

一方、Ｂ社から提出のあった申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬月

額変更届（平成14年11月提出）の写しによると、事業主が社会保険事務所（当時）に届

け出た算定対象月は平成13年８月、同年９月及び同年10月、また、昇（降）給月は同年

８月と認められるが、改定年月については同年10月と記載されているところ、本来の改

定年月は同年11月となることから、社会保険事務所は、上記標準報酬月額変更届の記載

内容を十分確認せず、標準報酬月額の改定年月を同年10月に決定したものと判断できる。 

なお、申立期間の賃金台帳により、申立人が主張する標準報酬月額（53万円）に基づ

く厚生年金保険料が給与から控除されていることが確認できる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人に係る申立期間の標準報酬月額は、53万円であ

るにもかかわらず、社会保険事務所は、上記標準報酬月額変更届の記載内容を十分確認

せず標準報酬月額を決定したと認められることから、申立期間に係る標準報酬月額を53

万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14605 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ病院における資格喪失日に係る記録を昭和 55 年６月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年５月１日から同年６月１日まで 

Ａ病院に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間の給与支給明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与支給明細書及びＡ病院から提出のあった従業員名簿により、申立人が申立期間に

同病院に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書において確認できる厚生

年金保険料控除額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14606 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を、平

成６年11月から７年９月までは 41万円、同年10月から８年１月までは38万円に訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年 11月１日から８年２月27日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が報酬月額に

見合う標準報酬月額より大幅に低くなっている。申立期間の一部の賃金台帳を提出す

るので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった平成６年及び７年の賃金台帳において確認できる報酬月額に見合う

標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、平成６年 11

月から７年９月までは 41万円、同年10月から８年１月までは38万円と記録されていたとこ

ろ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成８年２月 27 日）の後の同

年12月20日付けで、遡って17万円に減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る商業登記簿謄本では、申立人は取締役であったことが確認できるが、申

立人の父である代表取締役及び同僚は、「申立人は同社では営業担当で勤務し、社会保険の届

出事務には関与していなかった。」と供述していることから、申立人は当該標準報酬月額の減

額訂正処理に関与していないと判断できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなった後に、申立期間の標準報酬月額を遡って減額訂正する合理的な理由は無く、標準

報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成６年 11 月から７年９月まで

は41万円、同年10月から８年１月までは38万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は平成９年４月 16 日であると認められることから、

申立人の同社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

また、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

の記録を44万円に訂正することが必要である。 

さらに、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成８

年11月から９年３月までを 50万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（上記訂正前

の標準報酬月額（44 万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年３月１日から９年４月16日まで 

Ａ社Ｂ営業所に所長として勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標

準報酬月額が、実際の給与額より低くなっている。平成９年３月頃、事業主から社会

保険を脱退すると聞いたが、標準報酬月額を下げるとは言われていない。７年３月か

ら９年 12 月までの給料支給明細書等（一部、無し）を提出するので、正しい記録に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人から提出のあった給料支給明細書等（以下「明細書」という。）、Ａ社に係

る商業登記簿謄本及び複数の元従業員の供述から判断すると、申立人が申立期間にお

いて同社に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録では、申立人のＡ社における被保険者資格喪失日は、同社が

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成９年３月 31 日）の後の同年

４月16日付けで、同年３月 31日と記録された上、申立人の標準報酬月額についても、

当初、７年３月から９年２月まで 44万円と記録されていたところ、同年４月16日付

けで、９万 2,000円に減額訂正されていることが確認できる。 



                      

  

他方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は上記適用事業所に該当しなくな

った日以降においても法人事業所であることが確認できることから、厚生年金保険法

の適用事業所の要件を満たしていたと判断でき、当該適用事業所でなくなったとする

処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

また、上記商業登記簿謄本により、申立人は、申立期間を含め、当該資格喪失処理

日及び標準報酬月額の減額訂正処理日において、Ａ社の役員であることが確認できる。

しかし、同社に勤務していた元役員及び上述の元従業員は、「申立人は、専ら営業所

において勤務する役員であり、従業員と同様に配送の業務に従事することもあった。

また、社会保険業務は事業主が行っていた。」と回答していることから、申立人は当

該資格喪失処理及び標準報酬月額の減額訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人に係る被保険者資

格喪失日を平成９年３月 31 日とする処理及び標準報酬月額を遡って減額訂正する処

理を行う合理的な理由は見当たらず、当該資格喪失処理及び標準報酬月額に係る記録

訂正が有効なものとは認められないことから、申立人に係る資格喪失日を同年４月

16 日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た44万円に訂正することが必要である。 

２ また、申立人は、Ａ社における平成７年３月から９年３月までの明細書（平成８年

３月、同年８月及び同年 10 月を除く。）を提出し、申立期間に係る標準報酬月額の

相違についても申し立てている。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

申立期間の標準報酬月額については、上記１の訂正により、44 万円と認められる。 

しかしながら、Ａ社の元従業員から提出された明細書により、同社における保険料

控除方法は当月控除であったことが確認できるところ、申立人の平成８年 11 月から

９年３月までの明細書では、当該期間における厚生年金保険料控除額及び報酬月額は、

いずれも標準報酬月額 50 万円に相当するが、当該期間以外の明細書における厚生年

金保険料控除額及び報酬月額は、いずれも標準報酬月額 44 万円に相当していること

が確認できる。 

これらのことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、明細書で確認できる

厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、50万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、申立期間当時の代表取締役から回答を得られず、確認できる関連資料及び周

辺事情も無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、明

細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額の届出を社会保険事務

所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ協会における資格喪失日に係る記録を昭和 58 年４月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ協会に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同協会

には、昭和 58年３月 31日まで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ協会から提出された｢部門別在籍数（58 年３月 31 日現在）｣か

ら判断すると、申立人は、同協会において昭和 58年３月31日まで勤務していたことが

認められる。 

また、Ａ協会の社会保険担当者は、｢申立人の退職日が末日であったことから、３月

の厚生年金保険料を給与から控除していたと思う。｣と供述している。 

これらのことから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ協会における昭和 58 年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、14万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 58 年

４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当



                      

  

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14612 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に係る記録を昭和 30 年

４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住     所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年３月 31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社本社から提出された申立人に係る人事関係書類から判断

すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 30 年４月１日にＡ社Ｂ支社から同社

本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における昭和 30 年

２月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 30 年

４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14613 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を 26 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月 12日から同年５月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が報酬額に見

合う標準報酬月額より低くなっているので正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、26 万円と記

録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成３

年12月31日）より後の平成４年２月 20日付けで、申立人を含む19名の標準報酬月額

が減額訂正されており、申立人の場合、申立期間の標準報酬月額について、19 万円に

遡って減額訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立期間に係る標準報酬月

額を遡って訂正する合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があった

とは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た 26万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成13年３月26日、資格喪失日

が同年 11 月１日とされ、当該期間のうち同年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間

は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間

とならない期間と記録されているが、申立人の同社における資格喪失日は同年 11 月１

日であると認められることから、当該記録を取り消し、申立人の厚生年金保険の資格喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、９万 8,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年10月１日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分か

った。同社は、人事記録から勤務していたことが確認できるとして、年金事務所に事

後訂正の届出を行ったが、訂正後の記録は年金額に反映されないので、給付されるよ

う記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ厚生年金基金の加入記録並びにＡ社の子会社であるＣ社から提

出された社員カード記録表により、申立人は申立期間にＡ社に継続して勤務していたこ

とが認められる。 

一方、オンライン記録によると、当初、申立人は、平成13年10月１日にＡ社におい

て被保険者資格を喪失し、同年 11 月１日にＣ社において被保険者資格を取得しており、

申立期間の被保険者記録が無かった。 

しかし、Ａ社は、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 22

年４月 14 日付けで、訂正の届出を行ったことから、申立人の同社における資格喪失日

が 13 年 11 月１日に訂正されているが、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、申

立期間は年金額の計算の基礎とならない期間と記録されている。 

このことについて、Ａ社は、人事記録における申立期間の異動日が平成13年11月１

日と記録されていたことを基に、年金事務所に訂正の届出を行ったとしている。 



                      

  

他方、Ｂ厚生年金基金の記録によると、申立人の同社における資格喪失日及びＣ社の

資格取得日は、平成 13年11月１日と記録されている。 

また、Ｂ厚生年金基金では、「Ａ社は、現在も年金事務所及び厚生年金基金への資格

取得及び資格喪失の届出用紙は複写式であることから、申立期間当時も複写式であった

と考えられる。」と供述しているところ、Ａ社も、「申立期間当時も現在も、年金事務

所及び厚生年金基金への届出用紙は複写式である。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が平成13年11月１日に、Ａ社にお

いて被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったと認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記厚生年金基金の記録か

ら、９万8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成14年３月21日、資格喪失日

が19年８月 21日とされ、当該期間のうち 14年３月21日から同年４月１日までの期間

は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間

とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社

における資格取得日を同年３月 21日とし、申立期間の標準報酬月額を22万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年３月21日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かり、

同社に相談した。同社は、年金事務所に訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時

効により納付できず、申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間となっているの

で、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された異動辞令の写し及び平成 14 年４月分給料一覧表により、申立人

が同社の関連会社であるＢ社及びＡ社に継続して勤務し（平成14年３月21日にＢ社か

らＡ社に転籍異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することになる。 



                      

  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給料一覧表において確認でき

る保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得日に係る届出誤りを認めて訂正の届出を行っており、申立期間

に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 63 年 11

月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年 11月１日から同年 12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。Ｂ社から

同社のグループ会社であるＡ社に名称変更はあったが、申立期間中、同社には継続し

て勤務しており、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社の元従業員から提出のあった給与明細書及び同社の複数の

元従業員の供述から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和63年11月１

日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和63年12月の

オンライン記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、当時の事業主から回答が得られず、不明であり、また、当時の監査役

は「当時の資料が残っておらず、不明である。」旨供述しており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を平成20年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を20万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年２月29日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成 19年 10月 25日から 20年２月 29日まで継続して勤務しており、申立期間の厚

生年金保険料の控除が確認できる給与明細書を提出するので、申立期間について厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与明細書、Ｂ社から提出のあった勤務表及び雇用保険の加

入記録により、申立人は、Ａ社に平成 20年２月29日まで継続して勤務し、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社の給与明細書において確認

できる平成 20年２月の保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤っ

て提出し、申立期間に係る保険料を納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案14622 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期間の標準報酬月額を、平成

２年２月及び同年３月は 28万円、同年４月から同年７月までは32万円、同年８月から

３年８月までは 41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年２月１日から３年９月５日まで 

     Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では、宅地建

物取引担当として勤務しており、厚生年金保険関係事務に関与する立場ではなかった

ので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった平成４年１月 16 日より後の同年３月２日付けで、２

年２月及び同年３月は 28万円が８万円に、同年４月から同年７月までは32万円が８万

円に、同年８月及び同年９月は 41 万円が８万円に、また、４年３月４日付けで２年 10

月から３年８月までは 41 万円が８万円に、それぞれ遡って訂正処理されていることが

確認できる。 

一方、Ａ社の元代表者は、「バブル経済崩壊後、平成３年から４年にかけて当社は経

営状況が厳しく厚生年金保険料の滞納があり、従業員の標準報酬月額を減額して滞納保

険料に充てることとした。」旨供述している上、同社の元代表者及び複数の元従業員は、

「申立人は、宅地建物取引担当として厚生年金保険関係事務には無関係な立場であっ

た。」旨供述していることから、申立人が標準報酬月額の訂正処理に関与していたとは

考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理を行う合理的な

理由は無く、申立期間において、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け



                      

  

出たとおり、平成２年２月及び同年３月は 28万円、同年４月から同年７月までは32万

円、同年８月から３年８月までは 41万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14625 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 22 年 10 月 16 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、

23 年７月 16 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったこ

とが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日及

び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、600円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年頃から24年６月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社で勤務したことは

確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出されたマイクロフィルム化されている健康保険組合の受付印のある健康

保険厚生年金保険被保険者資格取得届には、申立人の資格取得日が昭和 22 年 10 月 16

日と記載されており、また、厚生年金保険被保険者資格喪失届には、申立人の資格喪失

日が23年７月 16日と記載されていることが確認できる。 

また、上記健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届に記載されている申立人を含む

８名のうち、申立人ほか１名を除く、申立人の前後６名については、Ａ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿に記録があり、健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届

の内容と一致していることが確認できる。 

しかしながら、上記被保険者名簿において、申立人の厚生年金保険被保険者番号が欠

落していることについて、社会保険事務所は、その理由について不明とするなど、社会

保険事務所における記録管理が不適切であったことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 22 年 10 月 16 日に厚生年金

保険被保険者の資格を取得し、23 年７月 16 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所に対して行ったことが認められる。 

なお、当該期間における標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得届及び厚生年金保険被保険者資格喪失届に記載されている標準報酬月額の記録か



                      

  

ら、600円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 22年 10月 15日以前の期間及び 23年７月 16日から 24

年６月までの期間について、申立人の記憶は曖昧であり、厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらず、これまでに収集した関連資料等を総

合的に判断すると、申立人が、厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14628                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成11年11月

から 15年２月までは 41万円、同年３月から同年８月までは 53万円、同年９月から 17

年７月までは 41万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は申立期間のうち、平成 15 年 12 月 25 日について、その主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該期間に係る標準賞与額の記録を 15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、平成 11 年 11 月から 17 年７月までの上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）、及

び当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年９月１日から17年８月20日まで              

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間について厚生年金保険の標準報酬月額が報酬

額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額より低く、また、標準賞与額の記

録が無い。申立期間の保険料控除額が確認できる給与明細書等を提出するので、正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、申立期間のう

ち、平成 11 年 11 月から 17 年７月までの期間については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬

月額（標準賞与額）を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額（賞与

額）のそれぞれに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、平成 11 年 11 月、同年 12 月、12 年３月から 13 年１月まで、同年４月

から 15年 10月まで及び同年 12月から 16年３月までの標準報酬月額については、申立



                      

  

人の保管する給与明細書において確認できる保険料控除額から、11 年 11 月、同年 12

月、12年３月から 13年１月まで及び同年４月から 15年２月までは 41万円、同年３月

から同年８月までは 53万円、同年９月、同年 10月及び同年 12月から 16年３月までは

41万円に訂正することが妥当である。 

また、平成12年１月、同年２月、13年２月、同年３月、15年11月及び16年４月か

ら 17 年７月までの標準報酬月額については、申立人は給与明細書を保管していないが、

申立人の保管する 11年、12年、13年、15年及び 16年分の源泉徴収票、Ａ社から提出

のあった13年、14年及び 15年分の年末調整一覧表、16年及び17年分の源泉徴収簿等

において確認できる社会保険料控除額から推認できる各月の給与支給額及び厚生年金保

険料控除額より、41万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間（平成 10 年９月から 11 年 10 月までの期間は除く。）に係る標準報酬

月額について届出誤りを認めていることから、給与明細書等において確認又は推認でき

る給与支給額及び厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、社会保険

事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

次に、申立期間のうち平成 15 年 12 月 25 日については、上記給与明細書から、申立

人は 15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して提出しておらず、また、当該

賞与に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めていることから、これ

を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 10 年９月から 11 年 10 月までの期間に係る標準報酬月

額については、オンラインに記録されている申立人の標準報酬月額が、上記給与明細書、

源泉徴収票、源泉徴収簿及び年末調整一覧表により確認又は推認できる厚生年金保険料

控除額に見合う標準報酬月額と一致又は高額であることから、特例法による保険給付の

対象には当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14629  

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 43年４月21日に厚生年金保険被保険者資格を取得

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日を同日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

ついては、４万 5,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 43年４月21日から同年８月26日まで 

オンライン記録では、Ａ社における厚生年金保険の資格取得日は、昭和 43 年８月

26 日となっている。同社には、同年４月 21 日に入社しており、厚生年金基金の記録

とオンライン記録で資格取得日が相違するのは納得いかないので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する厚生年金基金加入員証、Ｂ健康保険組合の加入記録及びＢ厚生年金

基金資格記録証明書から、Ａ社における申立人の資格取得日は、昭和43年４月21日と

なっていることが確認でき、申立人が申立期間において同社に継続して勤務しているこ

とが確認できる。 

また、事業主は、「被保険者資格の得喪に係る届出は健康保険組合に提出してい

た。」と供述しているところ、上記健康保険組合は、「複写様式の資格の取得に係る届

出書を事業主から６通受理し、社会保険事務所及び厚生年金基金へ正副２通を送付して

いた。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、Ａ社の事業主は、申立人が同社において昭和 43 年４

月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったこ

とが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記Ｂ厚生年金基金資格記録証明書の記

録から、４万5,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案14630                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、昭和45

年12月及び46年１月を10万円に訂正することが必要である。  

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについ

ては、明らかでないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年10月17日から48年１月１日まで              

Ａ銀行（現在は、Ｂ銀行）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準

報酬月額が、実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額より低い。 

給与支給票を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づ

き、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額

のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間のうち、昭和 45 年 12 月及び 46 年１月の標準報酬月

額については、給与支給票において確認できる保険料控除額及び報酬月額から、10 万

円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は当時

の資料が無いことから不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が給与支

給票において確認できる保険料控除額及び報酬月額に見合う報酬月額に係る届出を社会

保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び



                      

  

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 45年10月、同年11月及び46年２月から47年12月ま

での期間については、オンラインで記録されている標準報酬月額が上記給与支給票にお

いて確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額に見合う標準報酬月額と一致又は上

回っているため、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

  

 



                      

  

東京厚生年金 事案14635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ法人における資格喪失日に係る記録を昭和59年10月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年９月21日から同年10月１日まで 

    Ａ法人に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同

法人の退職日は昭和 59年９月 30日なので、申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＢ法人（昭和 59年10月１日入社）作成の「昭和59年分給与所得の

源泉徴収票」及び同法人が保管する申立人作成の「履歴書（昭和59年８月20日現在）」にあ

る記載内容から判断すると、申立人は、Ａ法人に昭和59年９月30日まで継続して勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、「昭和 59 年分給与所得の源泉徴収票」及び申

立人のＡ法人における昭和59年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、11万8,000円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

厚生年金保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が保管する、申立人の

申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書における資格喪失日が昭和

59年９月 21日と記載されていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9855 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年５月から 51年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年５月から51年９月まで 

    私は、昭和 53 年 11 月頃に、今なら 20 歳からの国民年金保険料を納付できると妻

から聞き、申立期間の保険料を遡って一括で納付した。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 53年11月頃に申立期間の保険料を遡って一括で

納付したと説明しているが、申立人が特例納付したとする保険料の金額は、申立期間の

保険料を当時実施されていた第３回特例納付により納付した場合の金額に大きく不足す

ること、申立人の国民年金手帳の記号番号は、53 年 11 月に払い出され、申立人は、当

該払出時点で過年度納付が可能であった 51年10月分まで遡って保険料を納付している

ことが確認でき、当該過年度納付により申立人は、60 歳到達時まで保険料を納付すれ

ば、国民年金の受給資格期間（300 か月）を満たすことができ、特例納付をしなければ

ならない状況にはなかったことなど、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9856 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 51 年８月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から51年８月まで 

    私の夫が勤務していた会社は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月に私の国民

年金の加入手続をしてくれ、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていた。申立

期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の夫が勤務していた会社が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保

険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとされる当該会社は、社

員の配偶者の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしたことはないと説明している。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 51 年９月に任意加入

により払い出されており、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付するこ

とができない期間であるなど、申立人の夫が勤務していた会社が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9857           

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月、同年５月及び 37 年１月から 38 年３月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月及び同年５月 

             ② 昭和 37年１月から38年３月まで 

私は、国民年金制度発足時に、区役所からお知らせが来た際に母に勧められて国民

年金に加入した。結婚前は自身で国民年金保険料を納付し、結婚後は夫が夫婦二人分

の保険料を納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、婚姻前に母親と同時期に国民年金に加入

して、保険料を納付していたと説明しているが、申立人及びその母親の国民年金手帳の

記号番号は申立人の婚姻（昭和 37 年５月）後の昭和 38 年６月 29 日に払い出されてい

ること、また、当該払出時点で申立期間の保険料を過年度納付することが可能であるが、

申立期間のうち婚姻前の期間の保険料について、申立人は遡って納付したことはなく、

申立期間のうち婚姻後の期間の保険料についても、保険料を納付していたとする夫から

遡って納付したとは聞いていないと説明していることなど、申立人及びその夫が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9858 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年１月から 51年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年１月から51年９月まで 

私は、会社を退職した昭和 47 年１月に国民年金の加入手続をし、ずっと国民年金

保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、年金手帳を受け取った時期及び保険料額の記憶が曖昧

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和53年11月に払い出さ

れており、申立人は、当該払出時点で過年度納付が可能であった51年10月分まで遡っ

て保険料を納付していることが確認できる。その前の申立期間の保険料を納付するため

には、当時実施されていた第３回特例納付により納付する以外にないが、申立人は、特

例納付という言葉を聞いたことはないと説明しているなど、申立人が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、現在所持する年金手帳以外の手帳を所持していたことはないと説

明しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9859 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年９月から 51年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年９月から51年９月まで 

 私は、平成９年２月に市役所で二つの年金番号を一つにまとめてもらい、その時点

で、申立期間は国民年金保険料の納付済期間として記録が追加され、年金加入期間が

全てつながったものと思っていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関して記憶が曖昧である。 

また、申立人は、昭和 51 年 10 月 16 日に国民年金に任意加入しており、申立人の国

民年金手帳の記号番号は当該加入手続直後の同年 11月30日に払い出されていることが

手帳記号番号払出簿から確認できるほか、特殊台帳には、被保険者資格取得日として上

記任意加入手続日と同日の日付が記載され、51 年９月の納付記録欄には｢本月迄無資

格｣と記録されていることが確認でき、当該加入手続時点では申立期間は未加入期間で

あり、制度上、保険料を納付することはできない期間である。 

さらに、申立人が所持する平成９年２月に年金番号を統合してもらった際に市役所で

受け取ったとする年金記録の照会票及びその際に被保険者資格の得喪記録欄の訂正が行

われたと考えられる国民年金手帳に、誤って申立期間が強制加入被保険者期間とされて

いる記載が認められるが、当該照会票の納付記録欄には申立期間に係る納付済月数の記

載は無く、上記時点では申立期間は時効により保険料を納付することができない期間で

あること、申立人は、現在所持する年金手帳のほかに手帳を所持していた記憶は曖昧で

あり、申立期間当時に申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと



                      

  

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年10月から50年３月まで 

    私の妻は、婚姻直後の昭和 43年９月か10月ごろ、区役所で私の国民年金の加入手

続を行い、同年 10 月以降、郵便局で国民年金保険料を納付してくれていた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、妻は、申立期間に係る保険料の納付額に関する記憶が曖昧であ

り、申立人が当時居住していた区では申立期間当初は印紙検認方式による保険料の納付

が行われていたが、妻は印紙により保険料を納付した記憶が無い上、昭和47年12月以

降は申立人と一緒に保険料を納付していたと説明するものの、申立期間のうち、厚生年

金保険加入期間を除く期間の保険料は未納である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 50 年３月に夫婦２番違いで払い出

されていることが確認できるが、妻は保険料を遡って納付した記憶は無いと説明してい

るなど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人が居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）に

おいて、別の手帳記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9864 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年７月から 57年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年７月から57年３月まで 

私は、会社退職後の昭和 47 年７月に区役所出張所で、国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していた。また、49 年６月の婚姻後は夫婦二人分の保険料を

納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人が納付していたと説明する申立期間の保険料月額は、当時

の保険料月額と大きく相違する上、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭

和57年５月時点では、申立期間の大半は時効により保険料を納付することができない期

間である。 

また、申立人の手帳記号番号が払い出された時点で、昭和55年４月まで遡って保険料

を過年度納付することは可能であったものの、申立人は保険料を遡って納付した記憶が

無く、申立期間のうち婚姻後の期間は申立人の夫も未納となっているなど、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、現在所持する年金手帳以外の年金手帳を所持した記憶は無いと説

明しており、申立人が居住する区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間

当時、別の手帳記号番号が払い出された記録は無いなど、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9865 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和45年６月から 54年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和45年６月から54年３月まで 

    私は、会社を退職した昭和 45 年６月ごろ、市役所で国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を市役所の窓口で納付していた。申立期間が国民年金に未

加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付額に関する記憶が曖昧であり、申立人が

当時居住していた市では申立期間当初は印紙検認方式による保険料の納付が行われてい

たが、申立人は印紙により保険料を納付した記憶が無いと説明している上、申立人が申

立期間当初に交付を受けたとするオレンジ色の年金手帳は、昭和49年11月以降に全国

的に発行されたものであり、当時の手帳の様式と相違する。 

また、上記の市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録によると、申立人は申立

期間直後の昭和 54 年４月７日に任意加入していることが確認できるため、申立期間は

未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立期間当時、申立人が居住していた市及び所轄社会保険事務所（当時）に

おいて、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9869 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年１月から平成４年12月まで 

私は、国民年金に未加入であることが気になっていたが、金銭的に余裕のできた

28 歳の平成４年にＡ区役所で国民年金の加入手続を行った。その際、同区役所の窓

口で４年間遡って国民年金保険料を納付できると聞き、その場で４年分の保険料を遡

ってまとめて納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ区役所の窓口で４年間遡って国民年金保険料を納付できると聞き、そ

の場で４年分の保険料を遡ってまとめて納付した。」と主張している。 

しかしながら、申立人が加入手続を行ったとする平成４年は特例納付の実施期間には

該当せず、制度上、４年分の保険料をまとめて遡って納付することはできない上、過年

度納付などの遡っての保険料の収納業務は、申立期間当時、Ａ区役所の窓口では取り扱

っていない。 

さらに、申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によれば、平成３年

11 月頃に払い出されているものと推認でき、当該払出しの時点においては、申立期間

のうち、昭和 63 年１月から平成元年９月までの期間の保険料は、時効により納付する

ことができない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料は無い上、申立人は保険料の納付方法及び保険料額の記憶が曖昧である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9870 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正９年生 

住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年７月から39年３月まで 

    私は、国民年金制度発足時から国民年金に加入し、国民年金保険料を納付してきた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者台帳の記録によれば、申立期間を含む昭和 38 年４月から

39 年３月の間の納付記録欄には、｢時効消滅｣の押印があり、２年の時効期限内に国民

年金保険料を過年度納付することができなかったものと認められる。 

また、同台帳の備考欄には、「38.4～38.6(附 13条)45.9.30」の記述があり、申立期

間直前の 38 年４月から同年６月までの期間の保険料が 45 年９月 30 日に第１回特例納

付により納付されていることが確認できるものの、同様に納付が可能であった申立期間

の保険料が納付された記録は確認できない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料は無い上、申立人は「申立期間当時の記憶が明確ではない。」と述べている

など、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見受け

られない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9871 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年１月から50年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 46 年＊月頃に、父に勧められて国民年金に加入し、自宅

に届いた納付書により申立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「20 歳になった昭和 46 年＊月頃に、父に勧められて国民年金に加入し、

自宅に届いた納付書により申立期間の国民年金保険料を納付していた。」と主張してい

る。 

しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人が所持する国民年金の

手帳記号番号は、52 年１月頃に払い出されていることが確認できる。また、申立人は、

現在所持する年金手帳以外の手帳を受領した記憶が無く、申立期間以前に別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。これらのことから、

申立期間の大部分の保険料は、当該払出時点においては、時効により納付することがで

きない上、申立人は、「遡って保険料を納付した記憶は無い。」と述べている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料は無い上、申立人は申立期間当時の保険料の納付金額等に関する記憶が曖昧

である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年10月から58年６月まで 

    私の妻は、私がＡ社を退職した翌月の昭和 57 年 10 月から 58 年６月に会社を立ち

上げるまでの期間の私の国民年金保険料を妻自身の保険料と一緒に毎月区役所で納付

していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納となっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の基礎年金番号は、平成９年１月に厚生年金保険の

記号番号が当該番号として付番されていることが確認できるものの、申立人及びその妻

は申立人の国民年金の加入手続を行った記憶が無く、申立期間当時に申立人の国民年金

の手帳記号番号が払い出された記録は確認できない。これらのことから、申立期間は、

国民年金に加入していない期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

また、申立人と自身の保険料を一緒に毎月納付していたとする妻は、申立期間のうち、

昭和 58 年４月から同年６月までの期間の保険料を 59 年 12 月に過年度納付しているこ

とが確認できるなど、申立人の妻は申立期間に係る保険料の納付方法に関する記憶が曖

昧である。 

加えて、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9873（事案7040の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年７月から60年12月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料の納付記録が無いため、年金記録確認第三者委員

会に申立てを行ったが、同委員会から国民年金の加入手続の状況、保険料の納付時期

等の記憶が曖昧であるなどの理由から、記録訂正できない旨の回答をもらった。しか

し、申立期間の保険料を納付していたことは間違いないので再度調査して、保険料を

納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、前回の申立てにおいて、ⅰ）申立人の妻が申立人

の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、申立人の妻及び申立人は、国民年金の加入手続の状況、保険料の納付時期

等の記憶が曖昧であること、ⅱ）申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和

63 年２月時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなどにより、

既に当委員会の決定に基づく平成22年３月17日付け年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

今回、申立人は、前回と同様の申立てを行っているが、今回の申立てに当たり新たな

資料として前回の申立てにおいて「処分した。」と述べていた申立人の年金手帳を一冊

提出している。しかし、同手帳に記載された住所及び役所のゴム印から、申立人の国民

年金の手帳記号番号が払い出されたのは、申立人がＡ市に転居した昭和 62 年８月以降

であることが確認でき、また、オンライン記録によれば、当該手帳記号番号の払出し前

の61年１月から 62年３月までの期間の国民年金保険料の納付記録は、手帳記号番号の

払出し後に過年度納付されたものであると推認できる。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな周辺事情等は見当たらないこと



                      

  

から、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9874 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年４月から46年３月まで 

私の国民年金の加入手続は私が勤務していた会社が行い、私の申立期間の国民年金

保険料も会社が納付していた。申立期間に同じ会社で働き、Ａ区で同居していた私の

兄の保険料が納付済みであるのに、私の申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納

とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の国民年金の加入手続は会社が行い、私の申立期間の国民年金保険料

も会社が納付していた。申立期間に同じ会社で働き、Ａ区で同居していた私の兄の保険

料が納付済みであるのに、私の申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。」と主張している。 

しかしながら、Ａ区の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人には２つの手帳

記号番号が払い出されており、最初の手帳記号番号は昭和 43 年５月に払い出されてい

るものの、「欠番（厚年加入者）」と記載されていることから、申立期間は国民年金の

未加入期間として処理され国民年金保険料を納付することができなかったものと考えら

れる。さらに、Ａ区において納付書による国民年金保険料の納付が開始されたのは昭和

45 年４月からであり、それ以前は印紙検認方式がとられていたが、申立人が所持して

いる最初に払い出された国民年金手帳の 43年度及び44年度のページには印紙検認印が

押されていない。 

また、申立人の２つ目の手帳記号番号は、Ａ区の国民年金手帳記号番号払出簿によれ

ば、昭和 50 年４月頃に払い出されており、当該払出しの時点では申立期間の保険料は、

時効により納付することはできない。 

加えて、申立人が勤務していた会社が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す家計簿、確定申告書等の関連資料は無い。 



                      

  

なお、申立人が勤務していた会社の社長は既に死亡しており、申立人の国民年金の加

入手続及び国民年金保険料の納付状況を確認することができない。 

このほか、申立人が勤務していた会社が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9875 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年４月から51年９月まで 

私は、昭和 53 年９月頃に、遡って国民年金保険料を納付できることを知り、Ａ区

役所のＢ出張所で母と一緒に国民年金の加入手続を行い、私は大学卒業後の 47 年４

月まで遡って、母は 36 年４月まで遡ってそれぞれの保険料を同出張所か郵便局で納

付した。母のそれまでの保険料の未納分が納付済みとなっているのに、私の申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 53 年９月頃に、Ａ区役所のＢ出張所で母と一緒に国民年金の加入

手続を行い、自分は大学卒業後の 47年４月まで遡って、母は36年４月まで遡ってそれ

ぞれの国民年金保険料を同出張所か郵便局で納付した。」と主張しており、申立人及び

その母の国民年金の手帳記号番号が昭和 53年10月に連番で払い出されていること、ま

た、当該手帳記号番号の払出し時点は第３回特例納付の実施期間であったことから、当

該払出しの時点において遡って保険料を納付することは可能である。 

しかしながら、申立人が主張する区の出張所では特例納付の保険料の収納業務は行っ

ていない上、郵便局で納付したとしても、郵便局及び社会保険事務所（当時）の双方に

おいて、一緒に保険料を納付したとする母の保険料だけが納付済みとされ、もう一方の

申立人の保険料の納付記録が抜け落ちるといった事務処理上の誤りがあったとは考え難

い。 

さらに、第３回特例納付は、無年金者の救済対策として国民年金の受給資格の無い者

の受給資格要件を満たすことを主目的に実施されたものであり、申立人は当該払出時点

においては特例納付を行わなくとも、将来、受給資格を得ることは可能であった。なお、

申立人の母は、国民年金の手帳記号番号の払出時点で特例納付を行わないと受給資格要

件を満たすことができなかったため、特例納付を行ったものと考えられる。 



                      

  

加えて、申立人及びその母が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確

定申告書等の関連資料が無い上、申立人は、遡って納付したとする保険料の具体的な納

付時期、納付回数等保険料の納付状況に関する記憶が曖昧である。 

このほか、申立人及びその母が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和36年５月から 38年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

             

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年５月から38年４月まで 

    私は、短大を卒業した昭和 36 年に区役所で国民年金の加入手続を行い、婚姻する

までの４年間の国民年金保険料を納付してきた。申立期間が国民年金に未加入で、

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)が無く、申立人は、国民年金の加入時期、申立期間の保険料の納付頻度及

び納付額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は短大を卒業した昭和 36 年に国民年金の加入手続を行ったと説明して

いるが、申立人の国民年金手帳の記号番号は 38年３月から同年11月までの期間に払い

出されており、同年３月の払出時点では申立期間の保険料は現年度納付及び過年度納付

することが可能であるものの、申立人は申立期間の保険料を遡って納付した記憶は無い

と説明しているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9880 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年６月から 49年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年６月から49年３月まで 

 私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付して

くれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする母親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 50年 11月に払い出されているが、申

立人は母親から保険料を遡って納付したとは聞いていないとしており、申立期間当時に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないほか、母

親が保険料を納付していたとする兄も 20 歳当初の期間の保険料は未納であるなど、申

立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9881                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月から 10 年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

                          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年４月から10年２月まで              

私は、平成９年４月に会社を退職後、国民年金の加入手続を行い、再就職するまで

の期間の国民年金保険料を納付していたはずである。申立期間が国民年金に未加入で

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の保険料額に関する記憶が曖昧であるほ

か、保険料をコンビニエンスストア窓口等で納付したと説明しているが、当該窓口での

保険料の収納は平成 16 年２月から開始されており、申立期間当時は保険料を納付する

ことはできない。 

また、申立人が申立期間当時に国民年金に加入した記録は無く、申立期間は国民年金

に加入していない期間であり、保険料を納付することはできない期間である。 

さらに、申立人は、申立期間当時に居住していた区から国民年金の加入勧奨の連絡を

受け、平成９年４月頃に国民年金の加入手続を行ったと説明しているが、当該区では、

申立期間当時は厚生年金保険の離職者に対する国民年金の加入勧奨は行っていないと説

明しているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9882 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年10月から平成元年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年10月から平成元年３月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続をし、申立期間の国民年金保険料を遡って納付

してくれた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、保険料を納付していたとする母親は、申立人の国民年金の加入時期及び遡って

納付したとする保険料の納付額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された平成３年５月時点では、申立

期間の保険料は時効により納付することができないほか、申立期間当時、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人

の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9887                  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 11 月から 55 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年11月から55年３月まで 

私は、自身で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付して

いるはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期及び保険料の納付金額等に

関する記憶は曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 57 年５月７日に払い出

され、当該払出時点で申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であ

ること、申立人は当該払出時点で過年度納付することが可能な申立期間直後の 55 年４

月から 57 年３月までの期間の保険料を 57 年６月 29 日に過年度納付していることが、

申立人が所持する領収証書で確認できること、申立人は、現在所持する年金手帳以外の

年金手帳を受領、所持した記憶は無いとしており、申立期間当時に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9888                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 11 月から 47 年４月までの期間及び 48 年２月から 55 年

９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年11月から47年４月まで 

② 昭和 48年２月から55年９月まで 

私の母は、申立期間①については私が 20 歳の時、当時学生であったにもかかわら

ず国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれた。申立期間②につ

いては、私が会社を退職後、母が国民年金の再加入手続を行い、申立期間の保険料

を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計

簿、確定申告書等)が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取するこ

とができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、昭和 55 年 10 月 29 日に国民年金に任意加入していることが申立人

の所持する国民年金手帳及びオンライン記録で確認でき、申立期間は任意加入前の未加

入期間となり、保険料を納付することができない期間であること、申立期間当時に申立

人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないこと

など、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9893 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年１月から平成元年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年１月から平成元年３月まで  

    私は、転職した昭和 52 年１月頃、国民年金保険料の督促状が届いたので、区役所

出張所で国民年金の加入手続を行い、保険料を納付した。その後は定期的に保険料を

納付しており、婚姻後は妻が納付してくれたこともあった。申立期間が国民年金に未

加入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付額、納付場所及び納付頻度に

関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は、婚姻後は申立人の妻が保険料を納付してくれたこともあったと説明

するが、妻は、納付額、納付方法及び納付頻度に関する記憶が曖昧である。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続を行う前に保険料の督促状が送付されたと説

明するが、申立人が居住する区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間当

時、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、手帳記号番号

の払出しがない時期に納付書及び督促状が発行されることはない上、申立期間は未加入

期間であるため、制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、申立人及

びその妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

加えて、申立人は、申立期間当時に年金手帳を交付された記憶が曖昧であり、当時、

申立人に対して、手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年８月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年８月から62年３月まで 

    私の父は、私が成人したとき、私の国民年金の加入手続を行い、20 歳から昭和 62

年４月に就職する直前までの国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間が国民

年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続を行い、保険料を納付したとする父親から当時の納付状況等を聴取す

ることができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立期間当時、申立人が居住していた市及び所轄社会保険事務所（当時）にお

いて、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立期間は

未加入期間であるため、制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、申

立人の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

さらに、申立人は、基礎年金番号として平成９年１月に付番された共済組合の記号番

号が記載されている年金手帳を所持しているが、当該手帳以外の手帳を所持したことは

無いと説明しているなど、申立期間当時、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9897 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 11月から 50年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年11月から50年３月まで 

私が結婚した昭和39年６月頃に、義父が私の国民年金の加入手続を行い、遡って国

民年金保険料を納付してくれ、その後の保険料も納付してくれていたと聞いている。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の義父が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立期間の保険料を納付していたとする義父から当時の納付状況等を聴取す

ることができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、婚姻後間もなく、義父が国民年金の加入手続を行い、２年間の保険

料を遡って納付してくれたと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申

立期間後の昭和52年２月頃に払い出され、申立人は50年４月まで遡って保険料を納付し

ていることが確認でき、当該払出時点では申立期間の大部分の期間は時効により保険料

を納付することができない期間であったこと、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないこと、38年11月に義兄と婚姻し、

申立人と同じく義父が保険料を納付してくれていたとする義姉の手帳記号番号は、50年

２月頃に払い出されており、義姉は、申立期間のうち婚姻前の第２回特例納付済期間後

の38年１月から48年３月までの期間の自身の保険料は未納であることなど、申立人の義

父が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9900 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年７月から 45 年３月までの期間、49 年１月及び同年２月並びに同

年５月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料、平成４年３月及び７年３月の付加

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年７月から45年３月まで 

② 昭和49年１月及び同年２月 

③ 昭和 49年５月から同年12月まで 

④ 平成４年３月 

⑤ 平成７年３月 

私は、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。途中から付加

保険料も一緒に納付していた。申立期間の定額保険料及び付加保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金定額保険料及び付加保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付状況の記

憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和50年12月に申立人の妻と連番で払

い出され、同年４月以降の保険料（同年 12 月以降は付加保険料を含む。）が納付され

ており、同年３月以前は妻も未納であること、オンライン記録から、申立期間①及び②

に係る資格取得日及び資格喪失日は平成 20年４月28日に記録追加され、申立期間③に

係る資格取得日も同日に昭和 49 年６月 16 日から同年５月 18 日に記録訂正されたこと

が確認でき、当該記録追加、訂正時点まで、申立期間①、②、及び③のうちの 49 年５

月は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であること、申

立人は、申立期間①、②及び③の保険料を遡って納付したとは主張していないこと、オ

ンライン記録から、申立期間④の定額保険料は平成４年 12月24日に、申立期間⑤の保

険料は７年６月 28 日にそれぞれ過年度納付されたことが確認でき、当該納付時点で当



                      

  

該期間の付加保険料は、制度上、遡って納付することができないこと、当該期間の付加

保険料は妻も未納であることなど、申立人が申立期間の定額保険料及び付加保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9901 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年４月から61年３月まで 

私は、昭和 59 年３月に会社を辞めた後、国民年金の加入手続をし、国民年金保険

料を納付してきたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 59 年３月に会社を退職した後に国民年金の加入

手続を行ったと主張しているが、申立人が現在所持する年金手帳に記載されている国民

年金の記号番号は 62年１月以降に払い出されている。 

また、当該手帳の「国民年金の記録」欄には、申立期間の記載が無く、申立期間直後

の資格取得日が記載されていること、申立人は、厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

た昭和59年４月時点で、当該被保険者期間が 20年以上となり、厚生年金保険の老齢給

付の受給資格期間を満たしたため、当時の国民年金法の規定により、それ以降の期間は

国民年金の任意加入適用期間となるが、申立期間は未加入期間であり、保険料を納付す

ることができない期間である（昭和 60 年の法改正により、61 年４月以降は当該老齢給

付の受給資格者についても、60 歳到達までの期間は強制加入適用期間となっている）

ことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9902 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49年６月から 54年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年６月から54年３月まで 

私は、20 歳から国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続を行った記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 54 年３月に払い出されており、申

立期間の保険料を納付するためには当時実施されていた第３回特例納付及び過年度納付

により納付する以外にないが、申立人は、申立期間の保険料を特例納付等により納付し

たとは主張していないこと、申立人は、現在所持する年金手帳のほかに手帳を所持した

ことは無いと説明しており、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9904 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年 12 月までの期間、44 年 1 月から 46 年１月までの

期間、48 年７月から同年９月までの期間、49 年１月から 52 年６月までの期間及び 60

年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から41年12月まで 

                          ② 昭和 44年１月から46年１月まで 

             ③ 昭和 48年７月から同年９月まで 

             ④ 昭和 49年１月から52年６月まで 

             ⑤ 昭和 60年３月 

私は、時期は定かではないが、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

していた。申立期間①及び②が国民年金に未加入で、申立期間の保険料が全て未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人から申立期間①当時の国民年金の加入手続及びそれぞれの

申立期間に係る保険料の納付状況等を聴取することが困難であるため、当時の状況が不

明である。 

また、申立期間①及び②については、未加入期間であり、制度上、保険料を納付する

ことができない期間である。 

さらに、申立期間④及び⑤については、昭和 49 年９月に婚姻した夫も、申立期間④

の婚姻後の大半の期間及び申立期間⑤に係る保険料が未納であるなど、申立人が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立期間①当時、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記

録は無く、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申



                      

  

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9905 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年３月から 60 年２月までの期間及び 60 年５月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年３月から60年２月まで 

                          ② 昭和 60年５月              

    私は、昭和 58 年３月に会社を退職した後、専門学校に通うこととなり、母親に同行

してもらって区役所に出向き、国民年金の加入手続を行うとともに、国民年金保険料を

まとめて納付した。その後の保険料も全て納付してきた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続、保険料の納付時期、納付月数、

納付頻度及び納付額等並びに申立期間②に係る厚生年金保険から国民年金への切替手続

に関する記憶が曖昧である上、加入手続に同行したとする申立人の母親から当時の状況

を聴取することが困難であるため、当時の加入手続及び納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 62年10月に払い出されていることが

確認でき、当該払出時点では、申立期間①及び②は、時効により、保険料を納付するこ

とができない期間である上、オンライン記録によると、平成19年10月に、申立期間前

後の厚生年金保険の加入記録が統合されたことにより、申立期間①及び②に係る資格取

得日及び資格喪失日が記録整備され、未納期間とされているなど、申立人が申立期間①

及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人が居住する区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間当

時、申立人に対して手帳記号番号が払い出された記録は無く、申立人に別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9906 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 40年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から40年２月まで 

私は、昭和 36 年頃、自宅に来た区役所の職員から国民年金保険料納付は国民の義

務だと言われたので国民年金の加入手続を行い、保険料の納付方法を口座振替に変更

するまで、毎月集金人に保険料を納付し、検認印を押してもらっていた。また、区役

所から未納期間があるとの連絡が来た際は、郵便局で未納分の保険料５、６万円を一

括納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、一括納付した保険料の納付額、納付期間、納付場所及

び納付時期に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人の受給資格期間は 23 年（276 か月）であったが、申立人の国民年金手

帳の記号番号が払い出された昭和 44 年２月の時点では納付可能月数は 241 か月であっ

たため、受給資格を得られない状況であった。このため、特殊台帳によると、申立人は、

40 年３月から 44 年９月までの 55 か月分の保険料を一括納付していることが確認でき、

当該納付を行うことにより、納付可能月数が 24 年（288 か月）となって受給資格を得

ていること、上記の納付を行った時点で、40 年３月から 44 年９月までの 55 か月分の

保険料は未納であったと考えられること、申立人は遡って納付した回数について１回と

説明していることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人に対して手帳記号番号が払い出された記録は無く、別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9907 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 12 月から２年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12月から２年３月まで 

    私は、働きながら大学に通っていたが、卒業後の就職先が決まったので、それまで

働いていた厚生年金保険適用事業所を退職した。申立期間直後に再就職し、その後に

申立期間の国民年金保険料に係る納付書が送付されてきたので、まとめて納付した。

申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人は、申立期間における国民年金の加入手続を行った記憶が無い

と説明している上、申立人がまとめて納付したと説明する納付額は、申立期間の保険料

を納付した場合の金額と相違している上、申立期間は未加入期間であるため、制度上、

保険料を納付することができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、厚生年金保険の記号番号が記載された年金手帳を所持しているが、

別の年金手帳を所持していた記憶は無いと説明しており、申立期間当時、申立人が居住

していた区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立人に対して国民年金手帳の

記号番号が払い出された記録は無く、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9911（事案1519の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年６月から３年２月までの期間及び３年４月から５年 12 月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年６月から３年２月まで 

             ② 平成３年４月から５年12月まで 

私は、会社を退職するたびに国民年金及び国民健康保険の加入手続を行い、国民年

金保険料は金融機関の窓口で納付してきた。再申立てに当たり、申立期間当時の口座

取引推移一覧表を金融機関から入手した。当該口座への入金日と同じ日付で保険料を

納付しているはずであり、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及

び保険料の納付状況に関する記憶が曖昧であるなど、申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらないほか、申立期間①及び②（当初の申立ての

申立期間②及び③）については、国民年金手帳の記号番号が再度払い出された平成８年

６月時点では、時効により保険料を納付できない期間であり、申立期間当時に別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないとして、既に当委

員会の決定に基づく平成 20 年 10 月 22 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

これに対し、申立人は、申立期間については、当時居住していた市で国民年金の加入

手続をし、勤務先近くの金融機関等で間違いなく納付していたとしており、新たな参考

資料として申立期間当時の自身の口座の取引推移一覧表を提出し、当該口座の入金日と

同じ日付で国民年金保険料を納付書で納付しているはずであると主張しているが、当該

資料をもって保険料を納付したことを証するものとは判断できず、昭和 62 年１月に払

い出されている申立人の国民年金手帳の記号番号は、同年４月の厚生年金保険加入によ

り喪失された後に再加入手続がされておらず、申立期間は当時、未加入期間であったこ



                      

  

と、申立人が主張する入金日に保険料の納付の記録がある別の手帳記号番号が払い出さ

れている事情も見当たらないことなど、当初の決定を変更すべきことを検討するような

新たな資料とは認められず、申立人の希望により実施された口頭意見陳述においても、

国民年金の再加入手続及び保険料の納付について、委員会の当初の決定を変更すべき新

たな具体的な説明は得られず、その他に新たな事情も見当たらないことから、申立人が、

申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9912 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年５月から 47年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年５月から47年９月まで 

    私は、会社を退職後に、家事手伝いをしていたので、兄又は母が、私の国民年金の

加入手続を行った。私の国民年金保険料は実家に居住していたときは兄が、母と一緒

に転居してからは母が納付してくれていたと思う。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の兄及び母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関

与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする兄及

び母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 60 年５月以降に払い出されており、

当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間である

ほか、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらないなど、申立人の兄及び母親が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9915 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年９月から51年９月まで 

     私の母は、私が 22歳の昭和 49年頃に、私の国民年金の加入手続を行い、私の国民

年金保険料を 20 歳の時点まで遡って納付してくれた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。                                                        

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によると、昭和 53 年 11 月頃に

払い出されたものと推認でき、申立人は、現在所持している年金手帳以外に別の手帳を

所持した記憶が無く、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

また、前述の申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 53 年 11 月頃の時期は、第３

回特例納付の実施期間であるが、申立人に特例納付の記憶はない上、オンライン記録に

よると、当該払出時点で納付可能であった２年分の国民年金保険料のみが遡って納付さ

れている。           

加えて、申立人の母が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告

書等の関連資料が無く、申立人は、自身の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与

しておらず、申立人の申立期間に係る加入手続及び保険料を納付していたとする母は既

に死亡しており、当時の申立人の納付状況等を確認することができない。 

このほか、申立人の母が申立人の申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9916 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年４月から同年11月まで 

私は、会社を辞めた翌月の平成 10 年５月に区役所で、妻と一緒に国民年金及び国

民健康保険の加入手続を行い、妻の第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更

手続を行った。申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料は、妻が定期的に郵便局で納

付したが、私の妻の保険料だけが納付済みとなっている。私の申立期間が国民年金に

未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「会社を辞めた翌月の平成 10 年５月に区役所で、妻と一緒に国民年金及

び国民健康保険の加入手続を行い、妻の第３号被保険者から第１号被保険者への種別変

更手続を行った。国民年金保険料は、妻が郵便局で納付した。」と主張している。 

しかしながら、申立人の妻の申立期間に係る第３号被保険者から第１号被保険者への

種別変更手続は、オンライン記録によれば、会社を辞めた翌年の平成 11 年２月に、申

立人が別の会社に入社したことによる妻の第１号被保険者から第３号被保険者への種別

変更手続と併せて行われていることから、申立人が会社を辞めた翌月の 10 年５月に、

妻と一緒に国民年金加入手続を行ったとする申立人の主張と相違する。 

また、オンライン記録によると、申立期間に係る妻の保険料は、平成 11 年４月に一

括で納付されたものと確認できることから、妻の保険料と一緒に定期的に納付したとす

る申立人の主張とも相違する。 

加えて、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料が無い。 

このほか、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する



                      

  

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案9917 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年７月から40年３月まで 

私は、昭和 43年12月に結婚後、故郷であるＡ市に初めて帰郷したときに、父から、

「これからは自分で国民年金保険料を納付するように。」と言われ、私の国民年金手

帳を受け取った。受け取った国民年金手帳には、資格取得日が昭和 38 年７月５日と

記載されているので、私の父は、申立期間の保険料を納付してくれたはずである。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、Ａ市の手帳記号番号払出簿によれば、申立期間

後の昭和40年10月頃に払い出されていることが確認でき、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたとする申立人の父から、別の国民年金手帳を受け取った記憶

が無いことなどから、申立期間当時において、申立人に対して別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金の加入手続が行われたＡ市の国民年金保険料記録カードによ

ると、申立期間の検認記録欄には、「時効」と記録されている上、申立人の手帳記号番

号と 11 番違いで払い出されている申立人の兄の申立期間の保険料は、申立人の兄に係

る国民年金被保険者台帳によると、申立人の兄が婚姻した後の昭和47年６月15日に、

第１回特例納付により納付されていることが確認できることから申立期間当時において

は、申立人及びその兄の申立期間に係る保険料は納付されておらず、申立人は、「自分

の申立期間について、昭和 43年12月の婚姻後に実施されていた特例納付による納付は

行っていない。」と述べている。なお、申立人は申立人の父が申立期間の保険料を納付

していた根拠として、所持している年金手帳に資格取得日が昭和 38 年７月５日と記載

されていることを挙げているが、資格取得日は保険料の納付の事実を示すものではない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、加入手



                      

  

続を行い保険料を納付していたとする申立人の父は、既に死亡しているため、当時の納

付状況等を確認することができない。 

加えて、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料が無い。 

このほか、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月から57年11月まで 

    私は、大学卒業後、就職をせずにアルバイトをしていたので、私の母と相談し、私

がＡ区役所の出張所で国民年金の加入手続を行い、私又は母が申立期間の私の国民年

金保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によると、第３号被保険者資格

の取得を行った昭和 61 年４月頃に払い出されたものと推認される。また、申立人は、

「昭和 54 年に国民年金の加入手続を行った際は、手帳を渡されなかった。」と述べて

いるなど、現在所持している年金手帳以外に手帳を所持した記憶は無く、申立期間当時、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。これらのことから、申立期間は、当該払出時点において、時効により国民年金保険

料を納付することができない期間である。 

加えて、申立人又はその母が、申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す

家計簿、確定申告書等の関連資料が無く、申立期間当時、Ａ区においては、納付書によ

る納付方法であったが、申立人は、「自宅に納付書が届いたことは、一度もない。」と

述べている上、一緒に国民年金の加入手続及び保険料を納付していたとする申立人の母

は既に死亡しているため、申立人の申立期間の納付状況等を確認することができない。 

このほか、申立人又はその母が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9919              

                              

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から40年３月まで 

             ② 昭和 40年10月から41年３月まで 

             ③ 昭和 41年７月から49年６月まで 

             ④ 昭和 62年４月から平成４年１月まで 

    私の妻は、私の申立期間の国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、Ａ区の手帳記号番号払出簿によれば、国民年金

保険料の納付開始前の昭和 35年 11月ごろに夫婦連番で払い出されていることが確認で

きる。 

しかしながら、申立人の国民年金保険料の納付状況は、オンライン記録によれば、保

険料の徴収が開始された昭和 36年４月から60歳に到達する前月の平成４年＊月までの

期間について、一部の納付期間を除き、大部分の期間が未納となっていることが確認で

き、国民年金被保険者台帳の記録とも一致していることが確認できる。 

また、申立人の申立期間は、長期かつ多数回にわたっているが、それぞれの時期にお

いてどのように保険料を納付してきたかについて、申立人は、「妻が保険料を納付して

きた。」と述べるのみで具体的な説明が無く、申立人の申立期間の保険料が納付された

ことをうかがわせる事情も見受けられない。 

加えて、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料が無い。 

このほか、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する



                      

  

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9920              

                              

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から37年３月まで 

             ② 昭和 37年５月から40年３月まで 

             ③ 昭和 40年10月から41年３月まで 

             ④ 昭和 41年７月から46年３月まで 

             ⑤ 昭和 46年７月から49年６月まで 

             ⑥ 昭和 62年４月から平成４年２月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、Ａ区の手帳記号番号払出簿によれば、国民年金

保険料の納付開始前の昭和 35年 11月ごろに夫婦連番で払い出されていることが確認で

きる。 

しかしながら、申立人の国民年金保険料の納付状況は、オンライン記録によれば、保

険料の徴収が開始された昭和 36年４月から60歳に到達する前月の平成４年＊月までの

期間について、一部の納付期間を除き、大部分の期間が未納となっていることが確認で

き、国民年金被保険者台帳の記録とも一致していることが確認できる。 

また、申立人の申立期間は、長期かつ多数回にわたっているが、それぞれの時期にお

いてどのように保険料を納付してきたかについて、申立人の具体的な説明が無く、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見受けられない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料が無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 



                      

  

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14531 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 17年６月１日から20年６月１日まで 

             ② 昭和 20年６月１日から同年８月16日まで 

老齢年金の裁定請求をしたときに、申立期間①及び②について脱退手当金を受給し

ていることを知った。 

しかし、脱退手当金を受給した覚えは無いので、厚生年金保険被保険者期間として

回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿には、脱

退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、支給

日や支給金額に加えて、支給の根拠となる該当条文などの具体的な記載がある上、申立

人の厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金が支給されたことが記載されているとと

もに、申立期間①及び②に係る脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、当時の受給

要件の一つである厚生年金保険の資格喪失日から１年間の支給待機期間を経て約１か月

後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び

②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14532 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31年８月７日から同年９月21日まで 

             ② 昭和 31年10月１日から36年７月１日まで 

平成 10 年頃に、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、脱退手当

金を受給していることを知った。 

しかし、脱退手当金の制度を知らず、退職したときに受給したのであれば忘れるは

ずが無いので、年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている女

性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 36 年７月１日以前３

年以内に資格喪失した者 10 名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、８名に脱退

手当金の支給記録が確認でき、全員が資格喪失日から７か月以内に脱退手当金の支給決

定がなされているとともに、当該支給決定の記録がある者のうち１名は、事業所が脱退

手当金の請求手続をした旨の供述をしていることを踏まえると、申立人についても、事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申

立期間①及び②に係る脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 36 年 11 月 30 日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び

②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年３月10日から同年８月26日まで 

             ② 昭和 46年９月１日から48年３月23日まで 

③ 昭和 48年12月１日から49年８月31日まで 

④ 昭和 49年９月９日から50年10月４日まで 

年金記録を確認したところ、脱退手当金を受給していることが分かった。 

しかし、脱退手当金を受給した記憶が無いので、年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金が支給

されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間①から④ま

でに係る脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間である４

回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間④後の被保険

者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているもの

と考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間①から

④までに係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14536 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年10月１日から45年７月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間は同社で厚生年金保険に加入し、会社は保険料を半額負担していたと思うので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた複数の従業員の供述から、申立人が申立期間に同社に勤務してい

たことが確認でき、同社に係る商業登記簿謄本では、申立人が申立期間に同社の代表取

締役であったことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは昭和45年７月１日であり、申立期間は適用事業所となっていない。 

また、Ａ社は既に解散しており、申立期間当時の経理担当者の連絡先は不明であるた

め、申立期間の厚生年金保険の取扱いについて確認することができず、さらに、申立期

間に同社に勤務していた従業員から、当該期間に厚生年金保険料が控除されていたとす

る供述及び資料は得られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14537 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年６月１日から同年11月１日まで 

             ② 平成元年10月１日から２年１月１日まで 

             ③ 平成２年２月21日から同年12月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①、Ｂ社に勤務した期間のうちの申立期間②

及び③の厚生年金保険の加入記録が無い。各事業所に勤務していたのは確かなので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の元代表取締役は、「当社は既に解散し、当時の書類は

保存されていない。また、申立人について覚えていない。」と供述しており、元従業

員からも申立期間①の勤務実態について供述が得られないことから、申立人の申立期

間①における勤務実態を確認することはできない。 

また、上記の元代表取締役は、「申立人が供述している職務は特殊技能が必要で

あり、３か月間の見習期間を定めていた。技術を習得した後、正社員として登用し、

厚生年金保険の被保険者資格を付与していた。社会保険関係の実務責任者は代表取

締役である。」と供述していることから、Ａ社における従業員の厚生年金保険に加

入する時期について、職種に応じて異なった取扱いが行われていたことがうかがえ

る。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録及びＢ社に勤務していた元取締役の供述

から判断すると、申立人が申立期間②に同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは平成２年１月１日

であり、申立期間②は適用事業所となっていない。 

また、上記元取締役、申立人が記憶している同僚及び従業員は、「申立期間②に

厚生年金保険に加入することは無い。」と供述していることから、申立期間②に厚



                      

  

生年金保険料が控除されていたとは考え難い。 

３ 申立期間③について、Ｂ社の元代表取締役から回答が得られず、同社元取締役及び

従業員からも申立人の申立期間③における勤務実態について供述が得られないことか

ら、申立期間③の勤務実態を確認することはできない。 

また、Ｂの担当者は、「元代表取締役の指示により平成２年２月 21 日付けで申立

人の退職関連事務処理を行った。」旨供述しており、さらに、同社が加入していた

Ｃ組合Ｄ支部は、申立期間③において、申立人がＢ社に勤務していたことを確認す

ることはできないと回答している。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14549 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年６月１日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録及び平成２年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿

から、申立人は、平成２年６月 30 日まで継続してＡ社に勤務していたことは確認でき

る。 

しかし、現在のＡ社の代表者の供述及び申立人の後任者に係る平成２年分給与所得に

対する所得税源泉徴収簿から、同社の申立期間当時における厚生年金保険料の控除は翌

月控除であったことが推認できるところ、上記申立人に係る平成２年分給与所得に対す

る所得税源泉徴収簿から、申立期間における厚生年金保険料の控除を確認することがで

きない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料は無く周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14559                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年６月26日から同年７月１日まで 

             ② 平成８年２月21日から同年３月１日まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうちの申立期間①及びＣ社（現在は、

Ｄ社）に勤務していた期間のうちの申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。

確かに勤務していたので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の雇用保険の加入記録によると、Ａ社における離職日が

平成５年６月 25 日、企業年金連合会から提出された中脱記録照会（回答）によると、

資格喪失日が同年６月 26 日と記録されており、厚生年金保険被保険者資格の喪失日と

符合していることが確認できる。 

また、Ａ社の当時の総務担当者は、退社する社員全員に、退社月の給与から、退社月

分を含め２か月分の厚生年金保険料を控除してよいかどうかを確認してから資格喪失の

手続を行っており、申立人については、本人から２か月分の控除をしないでほしいとの

要望があったことから、当月中の被保険者資格喪失として、申立期間①に係る保険料は

控除していないと供述している。 

さらに、申立人を記憶するＢ社の人事担当者は、当時の資料は無いが、雇用保険の離

職日及び厚生年金保険の資格喪失日について異なる手続をすることは無いと供述してい

る。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録によると、Ｃ社における離職日が平成８年

２月 20 日とされ、厚生年金保険被保険者の喪失日と符合していることが確認でき、ま

た、オンライン記録によると、資格喪失日の翌日（平成８年２月 22 日）に申立人の健

康保険証が回収済みとなっている記録が確認できる。 



                      

  

また、雇用保険の加入記録によると、Ｃ社における離職日の翌日である平成８年２月

21 日にＥ社において資格を取得していることが確認できるところ、同社から提出され

た申立人の社員登録カードから、申立人が同年２月に同社に入社したことが確認でき、

また、同社人事総務担当者は、厚生年金保険被保険者資格の取得日は入社月の翌月１日

と供述しており、オンライン記録の資格取得日（平成８年３月１日）と符合するものと

なっている。 

なお、Ｄ社の事業主は、申立人に係る届出や保険料控除及び納付について全て不明で

あると回答しており、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認をするこ

とができない。 

このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、各申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①  昭和56年10月１日から57年８月１日まで 

             ②  昭和62年10月１日から63年７月１日まで 

              ③  平成 14年10月１日から15年９月１日まで 

       Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうちの申立期間①及び②の標準報酬月

額並びにＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務していた期間のうちの申立期間③の標準報酬月

額が実際に給与から控除された保険料額に見合う標準報酬月額と相違している。各申

立期間における標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、当該期間の標準報酬月額は 34 万円ではなく、41 万

円であると主張している。 

   しかしながら、Ｂ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得確認および標準報酬決定通知書と健康保険被扶養者調書（異動届）被扶養者資格確

認（認定）通知書の写しによると、申立人の標準報酬月額は、34 万円と記載されてお

り、オンライン記録と一致していることが確認できる。 

   なお、Ｂ社の人事部担当者は、上記のほかに資料は無く、当時の担当者も死亡してい

るため、詳細については確認できないと供述している。 

   申立期間②について、申立人は、当該期間の標準報酬月額は 36 万円ではなく、47 万

円であると主張している。 

   しかしながら、オンライン記録において、申立人の当該期間の標準報酬月額は、昭和

62 年 10 月の定時決定において 36 万円とされていることが確認でき、遡って標準報酬

月額が訂正されているなどの不自然な記録は見当たらない。 

   また、Ｂ社の人事部担当者は、当時の資料は保管されておらず、経理担当者は死亡し

ているため、当該期間における申立人の標準報酬月額について確認はできないとしなが



                      

  

らも、当該期間の標準報酬月額が下がったことについて、当時の事業所の稼働低下や申

立人の残業時間の減少によるものではないかと供述している。 

   さらに、Ａ社に係るオンライン記録によると、従業員 15 名についても、昭和 62 年

10 月の定時決定により、標準報酬月額が下がっていることが確認でき、そのうちの１

名は、当時仕事の量が減少していたと供述している。 

   申立期間③について、申立人は、当該期間の標準報酬月額は 22 万円ではなく、47 万

円であると主張している。 

   しかしながら、Ｄ社から提出された申立人の人事記録等によると、当該期間において、

日給１万310円の技能嘱託員であったことが確認でき、また、同社の担当者は、申立人

の１か月の出勤日は 15日から 20日であり、交通費その他の手当を入れても最多で月額

25 万円であり、申立人が主張する 47 万円になるようなことは考えにくいと供述してい

る。 

   また、Ｃ社に係るオンライン記録において、遡って申立人の標準報酬月額が訂正され

ているなどの不自然な記録は見当たらない。 

   このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、各申立期間に

ついて、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14561 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年１月から30年10月１日まで 

父が経営するＡ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。同僚は自分より後の入社であるが、厚生年金保険は自分より先に加入している。

申立期間に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している申立人の弟の供述により、

申立人が申立期間に同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社は、既に解散しており、事業主であった申立人の父及び事務担当者が死

亡していることから、申立期間における申立人の勤務状況や厚生年金保険の適用につい

て確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、同社が厚

生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 23年３月１日であり、申立期間のうち 22

年１月から23年２月 29日までは適用事業所となっていないことが確認できる。 

さらに、Ａ社が適用事業所となった昭和 23 年３月１日に被保険者資格を取得してい

る従業員は、死亡及び所在不明により連絡が取れないため、同社が適用事業所となる

前の期間における申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。また、申立人が被保険者となった 30 年 10 月１日以前に同社において被保

険者資格を取得した４名の従業員に照会したが、いずれも、「申立人の厚生年金保険

の取扱いについては不明」と供述していることから、申立人の申立期間における厚生

年金保険の取扱いについて確認することができない。 

加えて、申立人の厚生年金保険手帳記号番号払出簿の日付は、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険事業所別被保険者名簿における申立人の資格取得日（昭和 30 年 10 月１

日）と一致しており、社会保険事務所（当時）における手続に不自然さは認められな



                      

  

い。 

また、当時、Ａ社の事業主であった申立人の父は、申立人の資格取得日より後（昭

和 34 年９月１日）に資格を取得していることが確認でき、申立人の資格取得日につい

て、申立人の弟は、申立人が被保険者となった昭和 30 年 10 月は、「申立人が結婚し、

独立した頃だと思う。」と供述しているところ、申立人に係る戸籍謄本によると、同

年 10 月＊日に婚姻の届出がされていることが確認できることから、事業主であった申

立人の父は、結婚を機に申立人を厚生年金保険に加入させたことも考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金14562 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和33年頃から40年頃まで（Ａ社の被保険者期間は除く。） 

             ② 昭和 45年頃から49年頃まで 

             ③ 昭和 49年頃から60年頃まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社（現在は、Ｃ社）に勤務した申立期間②及びＤ店

に勤務した申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い。各申立期間にそれぞれの事

業所に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、当該期間にＡ社に継続して勤務していたと申し立

てている。 

しかし、申立期間①のうち、Ａ社において、申立人の厚生年金保険被保険者記録が

確認できる期間以外の期間については、昭和 35年８月１日から36年３月１日までの

期間はＥ社及び 39 年１月 10 日から同年７月 30 日までの期間はＢ社における申立人

の被保険者記録が確認できる上、申立人は、「申立期間①当時、難しい仕事や大きな

仕事があると呼ばれて働くという事を繰り返していた。」と供述しているところ、申

立期間①当時、Ａ社に勤務していた従業員は、「申立人を記憶しているが、申立人は、

仕事があれば来ていたようだ。」と回答していることから、申立人は、申立期間①当

時、必要とされる期間のみ同社に勤務していたと考えられる。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間①当

時の事業主も既に亡くなっていることから、申立人の同社における勤務状況や厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人は、申立期間①当時のＡ社における同僚の氏名を記憶していないた

め、申立人の同社における勤務状況について確認することができない。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該期間にＢ社に勤務していたと申し立てている。 



                      

  

しかし、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は、申立期間②以外の

期間である申立期間①のうち、昭和 39 年１月 10 日から同年７月 30 日までの期間に

ついて、同社における被保険者記録を確認することができるところ、上記被保険者名

簿により同年３月５日から 43 年 12 月 26 日までの間に被保険者記録が確認できる従

業員は「申立人は覚えていますが、私が入社したときから１年もいなかったと思いま

す。」と供述しており、この供述は申立人の同社における被保険者記録とほぼ符合し

ていることが確認できる。 

また、申立人は、昭和 36 年３月１日から平成４年５月８日までの期間、国民年金

に加入し、申立期間②を含む昭和 42年４月から52年６月までの間、その保険料を納

付していることが確認できる。 

さらに、Ｃ社の現在の事業主は、「申立期間②当時の事業主は既に亡くなっており、

当時の資料も残っていないため不明。」と供述していることから、申立人のＢ社にお

ける勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、Ｂ社に係る上記被保険者名簿により、申立期間②当時に同社に勤務してい

た複数の従業員に照会したが、申立人を記憶する者がいないことから、申立人の同社

における勤務状況について確認することができない。 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｄ店の事業主として、70 人から 80 人くらいの従

業員を雇っていたと申し立てている。 

しかし、Ｄ店は、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、厚生年金

保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ｄ店の所在地を管轄する法務局において、商業登記の記録を確認することが

できない。 

さらに、申立人は、上記のとおり昭和 36 年３月１日から平成４年５月８日までの

期間、国民年金に加入し、申立期間③のうち、昭和 52 年６月までの期間、その保険

料を納付しており、また、54 年４月から 60 年３月までの期間は、国民年金保険料を

申請により全額免除されていることが確認できる。 

加えて、申立人は「Ｄ店では、自分が仕事を取ってきて大工に仕事を出していた。

毎月、決まった給料を支払っていなかった。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による給

与からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14563 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年12月30日から43年６月30日まで 

Ａ社に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給与明細等の厚生年金保険

料の控除を確認できる資料は無いが、申立期間に同社の寮に住み込みで配達の仕事を

していた。申立期間前後に勤務したＢ社及びＣ社の厚生年金保険の加入記録も平成

19 年頃に社会保険事務所（当時）に申し出て判明したものであり、社会保険事務所

の手続誤りにより記録が無くなっていることも考えられるので、当時の紙台帳を最後

まで調べて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の手続誤りにより記録が無くなっていることも考えられる

ので、Ａ社に係る紙台帳を最後まで調べて、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

いと申し立てている。 

しかし、Ａ社及び同社の事業主の弟が事業主となっているＤ社に係る事業所別被保険

者名簿を調査したが、申立人の氏名は見当たらず、また、両社の上記被保険者名簿では、

申立期間に整理番号の欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同社の事業主及

び社会保険事務担当者も所在不明で連絡できないことから、申立人の勤務状況及び厚生

年金保険料の控除について確認することができない上、同社が加入していたＥ健康保険

組合も、「申立人の申立期間の加入記録について確認することができない。」と回答し

ている。 

さらに、申立人は、Ａ社の屋上にあった社員寮に住んでいたと申し立てているが、申

立人に係る戸籍謄本及び住民票では、申立人が上記社員寮に居住していたことを確認す

ることができず、申立期間に同社の社員寮に住んでいた従業員は申立人のことを記憶し

ていない上、同社で申立人と同じ配達の仕事をしていた複数の従業員は、「申立人が同



                      

  

社の寮に住んでいたこと、及び申立人が同社に勤務していたことも記憶に無い。」と供

述している。 

加えて、Ａ社における上記被保険者名簿により、申立期間当時に勤務していたことが

確認できる連絡可能な従業員 16名に照会したところ、回答のあった12名全員が申立人

を記憶しておらず、申立人の同社における勤務状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14564 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26年10月から29年10月まで 

② 昭和 31年８月から32年７月１日まで 

Ａ病院（昭和 28年11月１日からＢ病院。現在は、Ｃ病院）に勤務した申立期間①

及びＤ病院に勤務した期間のうち、申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。そ

れぞれの病院に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｃ病院から提出された申立人に係る履歴書及び退職届により、

申立人は昭和26年10月29日から28年11月18日まで、Ａ病院及びＢ病院に勤務して

いたことが認められる。 

しかし、Ｂ病院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、Ａ病院がＢ病院

として厚生年金保険の適用事業所となった（以下「新適」という。）のは昭和 28 年 11

月１日であり、申立期間①のうち 26年 10月から 28年 10月 31日までは、適用事業所

となっていないことが確認できる。 

また、Ｂ病院が新適となった昭和 28年11月に申立人が被保険者資格を取得したか否

かについて、Ｃ病院は、「申立期間①当時の資料は無く、厚生年金保険の取扱い等につ

いては不明だが、申立人の退職届は、28 年 11 月 18 日付けで届けられていることから、

退職月の28年11月は申立人について厚生年金保険料を控除しなかったため、資格取得

手続を行わなかったかもしれない。」と供述しており、また、Ｂ病院における申立期間

当時の経理担当者は、「申立人の退職が分かっていたため、厚生年金保険加入のための

名簿には申立人を入れなかったのかもしれない。」と供述している。 

さらに、Ａ病院がＢ病院として新適となった昭和28年11月１日に同病院で被保険者

資格を取得している従業員のうち４名の従業員は、新適前の期間の厚生年金保険料につ



                      

  

いて、「保険料控除は無かった。」と供述している。 

加えて、Ａ病院がＢ病院として新適となった昭和 28年11月１日以降の申立期間①に

同病院で被保険者資格を取得している 22名の従業員に照会し、回答があった16名全員

が申立人を記憶していないことから、申立期間①のうち、同年 11 月以降について、申

立人の同病院における勤務状況を確認することができない。 

申立期間②について、申立人は、Ｄ病院の退職時に１年間の勤務であった旨を挨拶し

た記憶があることから、１年間は同病院に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ｄ病院は既に適用事業所でなくなっており、同病院を管轄する法務局に商業

登記の記録が無く、事業主の連絡先が不明なことから、申立人の勤務状況及び厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

また、Ｄ病院における申立期間②当時の事務長は、「臨時的な扱いの医師や薬剤師等

は厚生年金保険の取扱いが違っていたため詳細は不明であるが、試用期間はあった。ま

た、この期間の保険料控除はしていない。」と供述しており、同病院の申立期間②当時

の社会保険事務担当者は、「医師や薬剤師の臨時従業員は、厚生年金保険に加入せず、

後で必要ならば加入していたかもしれない。」と供述している。 

さらに、Ｄ病院に係る事業所別被保険者名簿により、申立人と同日（昭和 32 年７月

１日）に資格を取得している看護師は、申立人を記憶しておらず、同看護師は、「自分

は資格取得日の記録より３か月前から勤務していた。」と供述しており、申立期間②当

時に資格取得している看護師は、「自分は３か月の試用期間があったと思う。」と回答

していることから、同病院は、申立期間②当時、従業員を採用後一定期間経過後に厚生

年金保険に加入させていたことがうかがわれる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における事業主による給与からの厚生年金保険

料の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14565 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年１月31日から同年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和 57 年１月末日をもって退職届を出し、月末まで勤務していたので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人はＡ社に昭和 57年１月 31日まで勤務していたと申し立てている。 

しかし、申立人に係る雇用保険の加入記録は、離職日が昭和57年１月30日と記録さ

れ、厚生年金保険の資格喪失日と符合していることが確認できる。 

また、申立人に係るＢ基金の加入記録は、資格喪失日が昭和57年１月31日と記録さ

れ、厚生年金保険の資格喪失日と一致していることが確認できる。 

さらに、Ａ社総務課の担当者は、「申立期間当時の退職者名簿から転記したとする従

業員台帳に「57．１．30 退職」と記入されているので、昭和 57 年１月 30 日に合意退

職したものと判断している。」と回答している。 

加えて、申立人が記憶するＡ社の二人の同僚は、一人は申立期間より前に被保険者資

格を喪失しており、ほかの一人は、申立人の退職日について記憶していないことから、

申立人の勤務状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14566 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年２月１日から34年８月15日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。生前、亡夫から同社Ｃ部で申立期間に勤務していたことを聞いていたので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 34年８月 15日までＡ社に勤務していたと申し立てているが、Ｂ社の

社会保険事務担当者は、「申立期間当時の社会保険事務の取扱い及び厚生年金保険料の

控除について確認できる資料が無い。」と回答していることから、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ｂ社から提出された申立人に係る内勤職員録から、申立人は、昭和 30 年度か

ら 33 年度まで、Ａ社Ｃ部及び同社Ｄ部に勤務しているが、32 年度及び 33 年度は休職

していたことが確認できる。 

さらに、上記昭和 32 年度の内勤職員録において、申立人と同様に休職欄に氏名が確

認できる２名の記録について、１名はＡ社Ｃ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿で氏名が確認できず、１名は、31 年８月１日に被保険者資格を喪失していることが

確認できるが、上記のとおり資料が無いため、同社における休職時の厚生年金保険の取

扱いについて確認することができない。 

加えて、上記被保険者名簿により、申立人と同時期にＡ社Ｃ部に配属されたことが確

認できる５人の元従業員は、「申立人は、昭和 29 年４月に入社したが、１年あるいは

２年ほどで結核あるいは目が悪くなったため、会社を休職あるいは退職した。」と供述

している。 



                      

  

その上、申立人の高校時代からの友人は、「申立人が昭和 30 年代に２か所の病院に

２年あるいは３年以上入院している時に申立人を見舞い、申立人からＡ社の健康診断で

結核と診断され、その薬の副作用のため目が悪くなり、結果的に申立人が同社を辞めた

旨を聞いた。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14567 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年４月頃から35年頃まで 

Ａ社に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に勤務したことは

確かであり、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和34年４月頃から35年頃まで、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 37 年４月１日と記録されており、申立期間は適用事業所となっていないことが

確認できる。 

また、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、事業主の所在も確認できないことから、

申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社が適用事業所となった昭和 37 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得した従業員 15 名のうち、住所が判明した４名に照会し、回答があった３名は申立人を記憶

しておらず、給与明細等保険料控除を確認できる資料を保管している従業員はいないことから、

申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、上記従業員のうち２名は、「昭和36年か37年に入社してきた年配の事務員が、厚

生年金保険に加入しなければいけないことについて社長に話し、加入するようになった。」と

供述しており、そのうち１名は、「昭和 37 年以前は厚生年金保険に加入しておらず、保険料

も引かれていなかった。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における事業主による給与からの厚生年金保険料の控除につい

て、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14568 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 59年から63年まで 

           ② 平成５年から８年４月まで 

Ａ店に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた期間のうち、申立期間②の

厚生年金保険の加入記録が無い。勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人はＡ店に勤務していたと主張している。 

しかし、申立期間①のうち、昭和 62 年 11 月１日から同年 12 月１日まではＣ社に

おいて、63 年３月１日から同年４月１日まではＤ社において厚生年金保険の加入記

録が確認できる。 

また、Ａ店を経営しているＥ社の経理責任者は、申立人が同社に勤務していたこと

を記憶しているものの、申立人が平成２年３月 12 日から開始された研修を受講した

という記録が同社の提携企業であるＦ社に残っていることから、申立人を雇用したの

は平成２年頃からであった旨回答しており、申立期間①において、申立人は同社に勤

務していなかったことがうかがわれる。 

さらに、Ｅ社の経理責任者は、同社は厚生年金保険の適用事業所となったことはな

く、申立人が同社に勤務していた際に支給した給与からは、所得税のみ控除しており、

厚生年金保険料を控除したことはない旨回答している。 

加えて、オンライン記録及び事業所検索システムではＥ社が適用事業所となったこ

とが確認できず、同社の経理責任者は、「当時の従業員に関する資料は廃棄して残っ

ていない。」と供述していることから、同社の従業員に厚生年金保険料の控除に関し

て照会することができない。 

２ 申立期間②については、申立人のＢ社における雇用保険資格取得日は平成７年 12



                      

  

月26日と記録されており、同社から提出された申立人に係る６年３月から同年12月

までの賃金台帳の入社日欄には、同年３月と記載されていることから、同年３月以降

は申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社から提出された、平成６年３月から７年２月までの期間及び８年４月

の賃金台帳並びに７年の年末調整に関する資料では、給与から厚生年金保険料が控除

されていることは確認できない。 

また、Ｂ社の経理責任者は、申立人は給与から厚生年金保険料を控除されると手取

りが減ってしまうため厚生年金保険に加入することを希望しなかったと記憶している

旨回答している。 

さらに、Ｂ社において申立期間②に厚生年金保険の被保険者期間を有する従業員の

一人は、「同社では厚生年金保険の加入について従業員が選択することができた。」

と供述している。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14569（事案1230の再申立て）             

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和15年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和61年４月30日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録の訂正を第三者委員

会に申し立てたところ、同委員会から、申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情

が見当たらないなどの理由により、記録訂正を行うことができないと通知があった。 

しかし、申立期間も間違いなく継続して勤務しており、入社時に資格取得後、同月

に資格喪失し、２か月後に再度資格取得という手続を行うことは不合理であり、第三

者委員会の判断に納得できないため、新たな資料や情報は無いが、再調査して申立期

間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立てに対しては、申立期間について、既に当委員会の決定に基づき、平成

21 年１月 15 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。その理

由として、当時の事業主や同僚等から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除につ

いて確認することができなかったこと、申立人は昭和 61年５月30日に健康保険証を返

納した記録があること、申立期間は国民年金保険料を納付していたこと等から、申立人

は申立期間に、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが推認できないというものであった。 

これに対し、申立人は、上記通知に納得できず、申立期間も継続して勤務し、給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたと主張し、再調査を求めている。 

そこで、当時の事業主に再度照会したところ、Ａ社の関連会社から連絡があり、同社

は、「Ａ社は既に倒産しており、当時の人事資料等は保管されておらず、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料控除について確認することができない。」と供述している。 

また、新たに、申立人と同時期にＡ社で勤務した従業員８人に照会し、５人から回答

を得たが、申立人の名前を記憶している者はいなかった。 



                      

  

これらのことから、今回の再申立てに係る新たな資料や情報が得られず、委員会の当

初の決定を変更すべき事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年６月21日から42年６月23日まで 

             ② 昭和 44年10月30日から45年１月２日まで 

Ａ社に乗務員として勤務した申立期間①及びＢ社（現在は、Ｃ社）に乗務員として

勤務した申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。いずれの期間も間違いなく勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間①にＡ社、申立期間②にＢ社に乗務員として勤務していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社及びＣ社のいずれも、当時の人事記録を保管していないとしていること

から、各事業所において申立人の申立期間①又は②における勤務実態及び保険料控除に

ついて確認することができない。 

また、申立人は、Ａ社及びＢ社について、それぞれ同僚一人の名前を記憶しているが、

いずれの同僚もＡ社及びＢ社に係る事業所別被保険者名簿に名前を確認できないことか

ら、これらの者から申立人の申立期間①又は②における勤務実態及び保険料控除につい

ての供述を得ることができない。 

さらに、Ａ社において申立期間①当時に被保険者記録が確認できる従業員で連絡先の

判明した８人に照会したが、回答のあった３人はいずれも申立人を覚えていないとして

おり、Ｂ社において申立期間②当時に被保険者記録が確認できる従業員で連絡先の判明

した３人に照会したが、回答を得られないことから、これらの者から申立人の申立期間

①又は②における勤務実態及び保険料控除についての供述を得ることができない。 

加えて、Ａ社の従業員で、回答のあった上記従業員３人のうち、入社日と被保険者資

格取得日が相違している従業員は二人おり、このうち一人は、「入社してもすぐには社

員になれなかった。」とし、「成績が良くなると本採用となり、月給制となった。月給



                      

  

制になってから社会保険に加入できた。」としている。 

また、Ａ社及びＢ社はいずれも、昭和 42 年６月１日に、Ｄ厚生年金基金に加入して

いるが、同基金は、申立人が申立期間①及び②において同基金に加入していた記録を確

認することができないとしている。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年11月１日から60年１月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に厚生年金保

険に加入し、厚生年金保険料を給与から控除されていたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持しているＡ社の慰安旅行の集合写真及び元従業員の供述により、勤務し

た期間までは特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社の事業主に、申立期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険

料の給与からの控除について照会したが、回答を得られず確認することができない。 

また、申立人は、Ａ社にパートとして勤務していたとしているところ、申立期間当時

に同社において厚生年金保険被保険者資格を取得している従業員 16 人に、申立人の申

立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の事業主による給与からの控除について照会

したところ、申立人はパート勤務であったとし、パート勤務者は厚生年金保険に加入し

ていなかったとしている。 

さらに、申立人は、Ａ社の同僚二人の姓を記憶しているところ、このうち、同社に係

る事業所別被保険者名簿により申立期間に同社で厚生年金保険に加入していることが確

認できる従業員一人に、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について照会し

たが、回答を得られず確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14574 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年９月29日から同年10月１日まで 

Ａ社にＢ職として勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。同社に昭和 57 年９月末まで勤務し、退職月の給与から厚生年金保険料を控除

されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社で勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 57 年９月 29

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は適用事業所となっていな

いことが確認できる。 

また、Ａ社の事業主は既に死亡していることから、申立人の申立期間に係る勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、Ａ社が適用事業所でなくなった日と被保険者資格喪失日が同日の従業員のう

ち、申立人と同じＢ職であったとする３人の従業員に、自身の同日以降のＡ社における

勤務実態、申立人の退職日及び昭和 57 年９月分の給与からの保険料控除が確認できる

資料について照会したところ、被保険者資格喪失日と同日に退職したとする従業員一人

を除く二人の従業員は、いずれも、自身は資格喪失日以降も同社に継続して勤務してい

たとしているが、申立人の退職日は記憶していない上、同年９月分の給与からの保険料

控除を裏付ける供述及び資料は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和25年４月１日から27年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。同社

では昭和 25 年４月１日から継続して勤務したので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務した元従業員は、「自分は申立人と同じ高等学校に入学し、申立人と同様、

昭和 25 年４月１日に同社に入社した。」旨供述していることから判断すると、申立人

は、申立期間中、同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、上記元従業員の同

社における厚生年金保険の資格取得日は、申立人と同様、昭和 27 年６月１日であるこ

とが確認できる上、同社に勤務した他の複数の従業員においても、自身の入社日は厚生

年金保険の資格取得日より１年から２年半ほど前であったとしており、厚生年金保険に

加入する前の保険料控除については記憶が無いとしている。 

また、厚生年金保険記号番号払出簿によると、申立人及び申立人と同じ日に入社した

とする上記元従業員の厚生年金保険の資格取得日は昭和 27 年６月１日となっており、

上記健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と一致していることが確認できる。 

なお、Ａ社は既に適用事業所でなくなっており、当時の代表者及び社会保険担当者の

所在を特定することができず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確

認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14578                     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から13年５月16日まで 

Ａ社に勤務した申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬から実際

に控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では代表取締役

であったが、このような届出をしたことはなかったので、申立期間の標準報酬月額を

正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成９年８月１日から 11 年２月１日までの期間については、オン

ライン記録によると、申立人のＡ社における当該期間の厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、59万円と記録されていたところ、同年２月 17日付けで、９万 2,000円に遡及訂

正されていることが確認できる。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、平成９年８月から同社が適

用事業所でなくなる時期まで、同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、社会保険料滞納処分票によると、Ａ社は平成 10 年５月頃から社会保険料を滞

納しており、当該滞納保険料に係る社会保険事務所（当時）職員とのやりとりは申立人

が行っていたことが確認できる。 

さらに、複数の従業員は、「申立人が代表者印を管理し、社会保険事務に関する権限

を有していた。」旨回答している。 

これらのことから、申立人は当該減額訂正に関与していたものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は会社の業務を執行する責任を負ってい

る代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与しながら、その処理が

有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の当該期間に係る厚生

年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

一方、申立期間のうち、平成 11 年２月１日から 13 年５月 16 日までの期間について



                      

  

は、オンライン記録によると、申立人のＡ社における当該期間の厚生年金保険の標準報

酬月額は、平成 11年２月から 12年９月までは９万2,000円、同年10月から13年４月

までは９万8,000円と記録されているが、社会保険事務所の記録に不自然な点は見当た

らない。 

また、申立人は当該期間に係る給与明細書等、保険料控除を確認できる資料は保管し

ていないとしている。 

ところで、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判断していると

ころであるが、同法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、当該事業主

が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であ

ったと認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されて

いる。 

そのため、仮に当該期間に申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたとしても、申立人は、上述のとおり、特例法第１

条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知

り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められ、当該期間については、

同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年10月２日から30年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間にＢ社から独立したＡ社に間を空けずに入社したので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、Ｂ社で昭和 29 年 10

月20日に被保険者資格を喪失し、Ａ社で 30年４月１日に被保険者資格を取得している

ことが確認できる従業員は、「申立期間当時、Ｂ社の事業主がＡ社を設立し、Ｂ社の数

人の仲間でＡ社に移り、すぐに仕事をしたはず。」と供述しており、また、Ｂ社で 29

年10月20日に被保険者資格を喪失し、Ａ社で 30年11月１日に被保険者資格を取得し

ていることが確認できる同僚も、「申立人と一緒にＢ社からＡ社に異動した。」と供述

していることから、申立人がＢ社からＡ社に異動し、申立期間に同社で勤務していたこ

とは推認できる。 

しかし、上記被保険者名簿によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは

昭和30年４月１日であり、申立期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は既に閉鎖している上、当時の事業主は死亡していることから、同社及び

事業主から申立期間の厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿により、申立人と同様、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 30年４月１日に被保険者資格を取得したことが確認できる11名の従業員

は、Ｂ社で被保険者資格を喪失してから、Ａ社で被保険者資格を取得するまで５か月か

ら７か月間、厚生年金保険の加入記録が無く、上記同僚もＢ社で被保険者資格を喪失し



                      

  

てから、Ａ社で被保険者資格を取得するまで 13 か月間、厚生年金保険の加入記録が無

いことが確認できる。 

加えて、Ｂ社及びＡ社の上記同僚及び従業員は、給与明細書等、申立期間における厚

生年金保険料控除を確認できる資料を所持しておらず、保険料控除について明確に記憶

している者がいないため、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年５月30日から42年７月20日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には祖父が死亡した（昭和 41年12月）半年前に入社したので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答により、申立人が申立期間に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 42年７月 20日であり、申立期間は適用事業所となっていないことが

確認できる。 

また、Ａ社の事業主は、「同社が厚生年金保険に加入したのは、昭和 42 年７月であ

り、申立期間に係る厚生年金保険料を控除していない。」と回答している上、事業主は、

オンライン記録により、申立期間を含む 36年４月から42年６月まで国民年金に加入し

国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、上記事業所別被保険者名簿により、昭和 42年７月20日付けでＡ社において

被保険者資格を取得した従業員 11 名に照会したところ、同年４月以前に同社に入社し

たと回答している従業員４名は、「自分が厚生年金保険に加入したのは、42 年７月で

ある。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14584 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年６月１日から６年８月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が報酬月額

と相違している。確定申告書を提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成３年６月及び同年７月、同年９月から４年１月までの期間、同

年３月から同年 12 月までの期間、５年２月から６年７月までの期間については、Ｂ社

から提出された当該期間の営業職員給与明細書兼賃金台帳により、申立人の当該期間に

係る厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致しているか低いことが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成３年８月及び４年２月の標準報酬月額については、Ｂ社

は、営業職員給与明細書兼賃金台帳を保有していないが、前後の月の保険料控除額が一

定であることから判断して、３年８月は 11万円、４年２月は13万4,000円と判断でき、

いずれもオンライン記録と一致していることが推認できる。 

さらに、申立期間のうち、平成５年１月の標準報酬月額については、同月から厚生年

金保険料率が変更しており、同年２月の保険料控除額及び保険料率から判断して、15

万円と判断でき、オンライン記録と一致していることが推認できる。 

加えて、申立人は、平成３年分から５年分までの所得税の確定申告書を提出している

が、上記営業職員給与明細書兼賃金台帳により算出した社会保険料控除額は、確定申告

書の社会保険料控除額と一致していることが確認できる。 

その上、上記営業職員給与明細書兼賃金台帳により、申立人の平成４年 10 月に定時

決定されるべき標準報酬月額は、同年４月から６月までの報酬月額に基づき 15 万円、

５年 10 月に定時決定されるべき標準報酬月額は同年４月から６月までの報酬月額に基

づき 13 万 4,000 円と算定され、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが



                      

  

確認できることから、Ａ社では、標準報酬月額の適切な算定を行っていたことが確認で

きる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月16日から17年７月31日まで 

Ａ社で勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務していた一

部期間の支払明細書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る雇用保険の加入は、平成 16年12月20日から17年７月２日まで

記録され、当該期間の勤務が確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は平成 14年９月30日に、厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっており、18 年 10 月１日に再度適用事業所となっていること

から、申立期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、「申立期間は厚生年金保険の適用事業所となっていない期間であり、

当該期間の被保険者資格の取得・喪失の届出及び厚生年金保険料の控除を行っていな

い。」と回答している。 

さらに、申立人から提出された平成 17 年１月から同年３月までの支払明細書では、

雇用保険料のみが控除されており、厚生年金保険料が控除されていないことが確認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14590                     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  平成９年９月１日から11年５月10日まで 

    Ａ社に取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額

が、取締役会で決定された役員報酬額に見合う標準報酬月額と相違している。平成９

年９月11日付けの取締役会議事録を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成９

年９月から同年 12 月までは 59 万円、10 年１月から 11 年４月までは 30 万円と記録さ

れていたものが、同年５月 10 日付けで、遡って９万 2,000 円に減額訂正する処理が行

われたことが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本では、申立人が申立期間及び上記減額訂正が行われ

た当時、同社の取締役であったことが確認できる。また、同社の取締役は、申立人、申

立人の妻及び申立人の子の３人で、社会保険事務所（当時）へ厚生年金保険の適用事業

所として届け出た事業主は申立人であり、申立人も自身が同社の代表者であったとして

いる。 

さらに、Ａ社に係る社会保険料の滞納処分票によると、同社は平成９年 12 月から厚

生年金保険料の滞納が始まり、社会保険事務所から同社に対して、再三にわたり納付を

促していることが記録されている。 

加えて、上記の滞納処分票では、社会保険事務所との交渉に当たっていたのは申立人

であることが確認できるところ、申立人も当該交渉に対して、自身が一人で行ったとし

ている。また、Ａ社の代表者印について、申立人は、「一つしかないから、私が持って

いた。」と供述していることから、申立人が当該訂正処理に同意し、関与していたと考

えるのが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の事業主として、自らの標準報



                      

  

酬月額の記録訂正に関与しながら、当該減額処理が有効なものでないと主張することは

信義則上許されず、申立人の当該期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録

の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14597 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和23年５月21日から同年６月１日まで 

② 昭和25年６月１日から31年６月１日まで 

申立人が所持している経歴書から、Ａ社を退職した後、一日の空白も無くＢ社に勤

務し、同社から、Ｃ社に転職した際も空白が無く継続勤務していたと推測されるので、

厚生年金保険の未加入期間となっている申立期間①及び②を被保険者期間として認め

てほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ｂ社は、「当時の資料が無いため、申立人の勤務状況、保

険料控除については不明。」と回答していることから、申立人の勤務の実態、保険料

控除等について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間当時に資格

を取得していることが確認できる従業員のうち、連絡が取れた３名（いずれも昭和23

年５月21日に資格取得）に、申立期間①当時における申立人の勤務実態や厚生年金保

険の取扱い等について照会したところ、３名のうちの１名は、「申立人と同じ営業所

に勤務していたので申立人のことは覚えているが、いつから勤務していたかは不明で

ある。」旨供述しており、他の２名は、「営業所が違っている者については分からず、

申立人についても知らない。」旨供述している。 

さらに、上記３名のうち２名は、厚生年金保険の資格取得日については、自身が記

憶している入社日よりも、10数日又は４か月後である旨供述している。 

加えて、申立人は経歴書を提出しているが、経歴書の作成日が記載されていない上、

各勤務先の入社日が年のみの記載となっており、申立期間①の勤務の根拠や証明とな



                      

  

るものも保有していないことから、当該経歴書からは申立人の申立期間における勤務

実態を確認することはできない。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された「退職金明細書」及び同僚の供述によ

り、申立人が昭和25年６月１日から58年12月19日までの期間について、Ｃ社に勤務し

ていたことは確認することができる。 

また、Ｃ社に係る商業登記簿謄本及び申立人から提出された「創業から30年の歩

み」により、当時、申立人が同社において取締役であったことが確認できる。 

しかし、上記同僚は、「役員会において、役員は厚生年金保険の被保険者としない

と決定し、当該期間においては自分の保険料の控除は無かったので、当時一緒に役員

として勤務していた申立人も控除されていなかったと思う。」と供述している。 

また、上記「創業から30年の歩み」で確認できるＣ社の役員全員が、昭和31年６月

１日に被保険者の資格を取得しており、申立人と同じ記録となっていることが確認で

きる。 

さらに、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和25年９月１日であるこ

とから、申立期間②のうち同年６月１日から同年９月１日までは適用事業所となって

いない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人 

が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年11月５日から33年12月31日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、同社を設立

したＢ社の社長に誘われて入社した。申立期間にＡ社に勤務したことは確かなので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ社と取引関係にあったＢ社に勤務していた従業員の供述から、期間

は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が申立期間に勤務していたとするＡ社は、オンライン記録及び適用事

業所検索システムによると、厚生年金保険の適用事業所であったことを確認できない。 

また、Ａ社の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が無く、同社の代表者を特定

することができず、同社を設立した社長は死亡している上、申立人は、同社における上

司及び同僚等の氏名を覚えておらず、申立人の同社における勤務状況や厚生年金保険の

取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和23年９月から25年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）からＣ局（現在は、Ｄ省Ｅ局）に出向していた申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無い。申立期間も厚生年金保険に加入していたと考えるのが

自然であり、相当だと思うので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出のあった申立人に係る「社員原簿」及び「在籍証

明書」並びにＤ省Ｅ局から提出のあった申立人に係る人事記録により、申立人は、申立

期間当時、Ｆ事務官及びＧ事務官として、申立てに係る事業所に継続して勤務していた

ことが認められる。 

一方、Ｂ社では、「申立期間については、申立人は当社に在籍していたものの、当社

を休職してＣ局へ派遣されており、当社での勤務形態は不明である。また、派遣の契約

内容が不明であるため、社会保険加入の状況も不明である。」旨回答しているため、申

立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができな

い。 

また、Ｄ省Ｅ局では、上記人事記録等に基づき、「Ｆ事務官は恩給法における官吏に

該当し、恩給法の適用を受けると考えられる。しかしながら、申立人は任官期間が短い

ため、退職時に一時金も支給されていないものと考えられ、年金支給対象の期間とはな

らず、厚生年金保険にも通算されないものと考えられる。」旨回答している。 

さらに、申立人の親族が提示した申立期間当時の申立人の上司を含む複数の関係者に

ついては、当該親族がその姓を記憶しているのみで、これらの者を特定できず、連絡先



                      

  

も不明であるため、これらの者から当時の申立事業所における厚生年金保険の取扱いや

厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14600 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年４月頃から47年10月頃まで 

Ａ事業所に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。約 10 年間の申立

期間に同事業所に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶していた同僚の供述及びＡ事業所に勤務していたとする当時の状況につ

いての申立人による具体的な供述から判断すると、期間を特定できないものの、申立人

が同事業所に勤務していたことは推認することができる。 

しかしながら、申立人が勤務したと主張しているＡ事業所については、オンライン記

録及び適用事業所検索システムにおいて、当該事業所名及び類似の名称での確認を行っ

たものの、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、申立人が勤務したと主張しているＡ事業所の所在地を管轄する年金事務所から

提出のあった、管内事業所の厚生年金保険及び健康保険の適用状況に係る資料において、

同事業所は、厚生年金保険の適用事業所となっておらず、申立期間後の昭和 48 年７月

２日に健康保険の適用事業所となっていることが確認できる。 

さらに、申立人が記憶していたＡ事業所の当時の代表者は、連絡先が不明であるため

供述が得られず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確

認することができない。 

加えて、申立人が記憶していた上記同僚は、「自分は、Ａ事業所において厚生年金保

険に加入しておらず、また、厚生年金保険料の給与からの控除は無かったと思う。」旨

供述しているところ、オンライン記録では、当該同僚は、厚生年金保険の加入記録が無

い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資



                      

  

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年５月頃から45年１月頃まで 

② 昭和45年７月１日から49年８月31日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した期間のうちの申立期間②について、

厚生年金保険の加入記録が無い。当該期間にそれぞれの事業所に勤務していたので、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務し、接客業に従事していた旨申し立

てている。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者は、既に死亡しているため供述が得られない。 

また、Ａ社では、申立期間①当時の従業員に係る資料を保存していないため、申立

人の当該期間における勤務の実態や厚生年金保険料の給与からの控除について確認す

ることができないとしながらも、「当時、当社では、接客業に従事していた者につい

ては、厚生年金保険に加入させていなかったと聞いている。」旨回答している。 

また、申立人が記憶していたＡ社の当時の同僚については、申立人がその姓又は名

前のいずれかを記憶しているのみで、これらの者を特定できず、連絡先も不明である

ため、申立人の申立期間①における勤務の実態や厚生年金保険料の給与からの控除に

ついて確認することができない。 

さらに、申立人と同様、申立期間①にＡ社において接客業に従事していた旨供述し

ている者は、「自分は当時、Ａ社において厚生年金保険に加入していなかった。」旨

供述しているところ、オンライン記録では、当該者は、厚生年金保険の加入記録が無

い。 

加えて、申立期間①についてＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したものの、当該期間に同社において厚生年金保険に加入していることが確認できる



                      

  

複数の従業員に係る原票の健康保険番号は連続しており、かつ、欠番が無いことから、

申立人に係る原票が無いものの、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

２ 申立期間②については、申立人が記憶していた同僚及びＢ社における当時の従業員

の二人による供述から判断すると、退職時期を特定できないものの、申立人が昭和

45 年７月以降も引き続き同社に継続して勤務していたことは推認することができる。 

しかしながら、上記二人の従業員は、申立人と同様、Ｂ社において接客業に従事し

ていた旨供述しているところ、オンライン記録では、共に厚生年金保険の加入記録が

無い。 

また、Ｂ社は平成 13年１月 31日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

また、同社の元代表者は、申立期間②当時の従業員に係る資料を保存していないため、

申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認することがで

きない旨回答している。 

さらに、上記同僚及び従業員の二人とは別に、申立期間②当時にＢ社において経理

事務に従事していた旨供述している二人の従業員は、共に「当時、Ｂ社では、接客業

に従事していた者については、厚生年金保険に加入させておらず、厚生年金保険料を

給与から控除していなかった。」旨供述している。 

加えて、Ｂ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険

被保険者証記号番号払出簿により、申立人は、昭和 45 年４月１日付けで、同年１月

３日に遡って被保険者資格を取得していることが確認できる。一方、オンライン記録

等により、同社は政府管掌健康保険の適用事業所であったことが確認できるところ、

当該申立人に係る原票により、申立人は、同年４月から同年６月までの期間に傷病手

当金が支給されていることが確認できる。このことについて申立人は、「昭和 45 年

４月から同年６月までの期間、自分は病気により入院していた。」旨供述しており、

申立人が記憶していた当時の上司も同様の供述を行っている。これらのことから、当

時、同社では、申立人の疾病に伴い、申立人を時期的に遡って健康保険及び厚生年金

保険に加入させ、その後、申立人の職場復帰に伴い、被保険者資格を喪失させたもの

と考えられる。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年11月１日から42年８月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）本店に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保

険の標準報酬月額の記録が、実際の給与の月額に相当する標準報酬月額と相違してい

る。このため、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、昭

和41年８月から同年 10月までの期間は６万円、同年11月から42年７月までの申立期

間は５万6,000円と記録されているところ、申立人は、「自分は、昭和41年11月１日

付けで組織変更のため本店本部より本店への勤務となったが、仕事内容及び勤務場所に

変更は無かった。給与が下がったことも無いことから、標準報酬月額が減額となったの

は極めて不自然であり、これは当時の社会保険事務所（当時）における事務処理誤りで

あると推測される。」として、実際に支給された給与の月額に相当する標準報酬月額に

記録を訂正してほしい旨申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社では、申立人の申立期間に係る報酬月額（総支給額）及び厚生年

金保険料控除額について直接確認できる資料は無いと回答しながらも、同社の担当者は、

申立てに係る標準報酬月額について、｢残業量や職種等の変動に伴う各種手当等の変動

によって報酬月額が下がることは、当社ではよくあることである。申立人は、組織変更

に伴う名称変更だったとしているが、当社が保管する人事記録では、申立人は『異動』

扱いとされている。したがって、申立人については、異動に伴い、社会保険事務所に届

け出る報酬月額の見直しが行われたのではないかと思われる。」旨供述している。 

また、Ａ社本店本部に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿、同社本店に

係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録では、申立人と同様、同社本店本部から

同社本店への異動に伴う昭和 41年11月の資格取得時決定により、厚生年金保険の標準



                      

  

報酬月額が減額されている従業員が 23人確認できる。 

さらに、上記複数の従業員のうち一人から提出のあった複数の給与支給明細書におい

て、昭和 41 年 10 月の社会保険料控除額より同年 11 月の同控除額が低いことが確認で

き、これは、上記被保険者名簿及びオンライン記録において確認できる当該従業員に係

る同年11月の資格取得時決定に伴う標準報酬月額の減額と符合している。 

加えて、Ａ社本店に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録を確認したものの、

申立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、また、遡って標準報酬月額の訂正が

行われた形跡も無いことから、社会保険事務所の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

また、申立人は、申立内容を裏付ける給与明細書、給与所得の源泉徴収票等を保管し

ていないと供述しているため、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の給

与からの控除について確認することができない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14603 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年３月１日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時、自

分は同社において社会保険や労働保険に係る届出事務等も担当しており、入社時から

厚生年金保険に加入していたはずであるので、申立期間も厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の代表者から提出のあった申立人に係る「昭和 58 年分給与所得に対する

所得税源泉徴収簿」及び当該代表者の供述から判断すると、申立人は、申立期間当時、

同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録では、同社が厚

生年金保険の適用事業所となったのは昭和 58 年８月１日であり、申立期間は厚生年金

保険の適用事業所ではないことが確認できる。そして、このことは、上記代表者から提

出のあった同社に係る「健康保険厚生年金保険新規適用事業所現況書」からも確認する

ことができる。 

また、上記代表者から提出のあったＡ社に係る「健康保険厚生年金保険任意包括被保

険者資格取得通知書」から判断すると、事業主は、社会保険事務所（当時）に対して、

昭和 58 年８月１日を申立人の厚生年金保険の資格取得日として届け出たものと認めら

れる。 

さらに、上記所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間に給与を支給されている

ことは確認できるものの、当該給与に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和63年３月 31日まで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格喪失日は、

昭和63年３月 31日であることが確認できるところ、申立人は、同社に同日まで勤務し

ていたので、同年４月１日が正しい資格喪失日であるとして申し立てている。 

しかしながら、雇用保険の記録では、申立人のＡ社における離職日は昭和 63 年３月

30 日であることが確認でき、これは厚生年金保険の記録と符合している上、申立期間

において、申立人の雇用保険の加入記録は無い。 

また、Ａ社は平成８年４月 30 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、ま

た、同社の当時の代表者は既に死亡しているため供述が得られず、申立人の申立期間に

おける勤務の実態や厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができない。 

さらに、申立人が記憶していた複数の同僚及びオンライン記録から申立期間当時にＡ

社において厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したもの

の、連絡の取れた複数の従業員は、いずれも、申立人の氏名を記憶していないか、又は

申立人の氏名を記憶していたものの申立期間における申立人の勤務の状況や退職日等に

ついて明確な記憶が無いため、これらについて確認することができない。 

なお、上記従業員のうち一人は、「自分はＡ社において社会保険事務等を担当してい

たが、同社では、従業員の退職日は、従業員本人と事業主との間の話合いで決めており、

これに基づき厚生年金保険及び雇用保険に係る手続を行っていた。」旨供述しており、

申立人も同様の供述を行っている。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14607 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年４月１日から36年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。公共職業安定所の紹介で同社に入社し、１年間勤務したのは確かなので、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ出張所の当時の従業員の供述から、期間の特定はできないものの、申立期間当

時、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、申立期間当時の資料は保管しておらず、厚生年金保険の取扱

いについても不明である旨回答している。 

また、当時のＡ社Ｃ出張所の所長は、「給与計算と社会保険の手続は本社で一括して

行っていたので詳細は分からない。」と回答している。 

さらに、Ａ社本社に係る事業所別被保険者名簿には健康保険の整理番号に欠番は見ら

れず、申立人が記憶している同僚の被保険者記録は確認できない。 

加えて、上記被保険者名簿により、申立期間前後に被保険者資格を取得している複数

の従業員に照会したところ、25 人から回答があり、そのうち申立人と同様の雇用形態

で勤務していた従業員の一人は、「自分は臨時社員で採用されたが、入社してから 10

か月間は被保険者となっていない。」と供述していることから、Ａ社では、臨時社員に

ついて、一定期間経過後に厚生年金保険に加入させる取扱いであったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52年１月から同年12月まで 

② 昭和56年８月21日から57年12月まで 

③ 昭和58年２月１日から60年12月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間①、Ｃ社に勤務した申立期間②及びＤ社

（現在は、Ｅ社）に勤務した申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い。３社の源

泉徴収票を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、昭和 52 年分源泉徴収票により、申立人が当該期間の一部の

期間についてＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムでは、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所となったことが確認できず、同社が商号変更し、Ｂ社となった後の平成３

年８月１日付けで厚生年金保険の適用事業所となったことが確認でき、申立期間①は

適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｂ社の事業主は、「当時の資料は無いが、私自身申立期間当時は国民年金に

加入していたので、厚生年金保険料の控除は考えられない。源泉徴収票に社会保険料

が記載されていることについては、申立人が国民年金や国民健康保険の保険料を申告

した分だと思う。」と回答していることから、当該期間に厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたとは考え難い。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録及び昭和 56 年分源泉徴収票により、申

立人が、当該期間にＣ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録により、同社は、昭

和 52 年５月 24 日に一旦厚生年金保険の適用事業所でなくなり、62 年４月１日に再



                      

  

度厚生年金保険の適用事業所となっていることから、申立期間②は適用事業所ではな

いことが確認できる上、同社は「当該期間は適用事業所ではなかった。」と回答して

いる。 

また、昭和 56 年分源泉徴収票に記載されている社会保険料の金額は、Ｃ社に勤務

していた期間の雇用保険料の額及び申立人が同社の前に勤務していた会社における社

会保険料控除額を合算した金額とおおむね一致していることから、当該期間に申立人

が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたとは考え難い。 

３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録及び昭和 58 年分源泉徴収票により、申

立人が、当該期間の一部の期間についてＤ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、オンライン記録により、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは平

成３年７月１日であることから、申立期間③は適用事業所ではないことが確認できる

上、同社は「当該期間は適用事業所ではなかった。」と回答している。 

また、昭和 58 年分源泉徴収票に記載されている社会保険料の金額は、Ｄ社におけ

る雇用保険料の額とおおむね一致しており、当該期間に申立人が厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたとは考え難い。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14609 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年から33年３月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社では坑内夫の業務

に従事していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間にＡ社に勤務していたと主張しているが、同社は、既に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっており、事業主も所在不明であることから、申立人の勤務

実態及び同社における厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には健康保険の整理番号に欠番

は見られず、申立人が一緒に勤務していたとする同僚の名前も確認できない。 

さらに、上記被保険者名簿において申立期間前後に厚生年金保険の被保険者資格を取

得している複数の従業員に照会したが、申立人を記憶している者はいなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14616 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年２月から57年１月５日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和 53 年２月から勤務し、同年８月 23 日にパスポートを取得し、54 年１月６日か

ら海外出張を始めている。自分が同社に雇用されていた証拠となるパスポートを提出

するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚は、自分の日記に申立人が昭和 53 年２月６日にＡ社に入

社したとの記載があると回答していることから、申立人が申立期間に同社に勤務してい

たことは推認できる。なお、申立人が提出したパスポートでは 54 年１月６日以降出入

国を繰り返していることは確認できるものの、Ａ社との雇用関係は確認できない。 

しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、事業

主等とも連絡が取れないことから、申立人の申立期間における勤務状況や厚生年金保険

の取扱いについて確認することができない。 

また、上記同僚は、オンライン記録において、入社日から 22 か月間厚生年金保険の

資格を取得していないことが確認できるところ、「自分は、Ａ社における勤務期間の途

中から厚生年金保険に加入したという話を聞いたことがあるので、空白期間があること

を認識している。」旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿で申立期間に被保険者であったことが確認

できる複数の従業員に照会したところ、申立人を記憶していた従業員の一人は、同社で

は厚生年金保険に加入するかどうかは本人の希望次第で、正社員にも加入者と未加入者

がいた旨回答している。 

加えて、申立人は、「申立期間当時のＡ社の従業員は９名くらいであった。」と供述

しているところ、申立期間の同社の被保険者数は、０名から７名と変動しており、同社



                      

  

における申立人の被保険者記録が確認できる昭和 57年１月５日から同年３月25日まで

の期間において、同社の被保険者は申立人のみであることから、同社では、従業員の勤

務期間の一部について厚生年金保険の被保険者とする取扱いをしていたものと推認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年頃から34年頃まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務

時期をはっきりとは記憶していないが、同社に２年間くらい、臨時工として勤務して

いたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚の供述から、申立人は、申立期間の一部において、同社に臨時工として勤

務していたことを推認することができる。 

しかし、Ｂ社は、「申立期間当時の資料が残っていないのではっきりしたことは不明だが、

当時はアルバイト的に勤務していた人が多く、アルバイトについては厚生年金保険には加入さ

せていなかったと思う。また、加入していない人から保険料を控除することは考えられな

い。」と供述しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期

間当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に、各自の採用時の雇用

形態を照会したところ、回答のあった５名のうち４名は正社員、１名は不明と回答があり、臨

時工であったと回答する者はいなかった。 

さらに、上記回答のあった従業員のうちの１名は、「自分は昭和 29 年頃入社し、初めは臨

時工だったので厚生年金保険には加入していなかったが、31 年７月頃本採用となり、そのと

きに厚生年金保険や失業保険に加入した。」と供述しているところ、上記名簿では、当該従業

員の資格取得日は昭和31年７月21日と記録されていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年４月１日から55年３月１日まで 

Ａ社に入社し、Ｂ社へ出向社員として勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。 

申立期間にはＡ社の雇用保険者証があるので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された在職証明書により、申立人は申立期間当

時、同社に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、Ｂ社との「設計者出向業務委託契約書」に基づき、昭和

52 年４月１日に同社に採用されなかった申立人を含む３名を一旦自社職員として採用

し、55 年２月 28 日までの間、同社に出向させていた旨の供述をし、「申立期間当時は、

Ａ社は厚生年金保険の適用事業所ではなかった。」と供述しているところ、オンライン

記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、平成２年３月１日であ

り、申立期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

さらに、上記「設計者出向業務委託契約書」で確認できる、昭和 52 年４月１日にＡ

社で採用された申立人を含む３名の従業員うちの１名は、申立期間当時の同社は、厚生

年金保険に加入していなかったため、Ｂ社へ出向した期間は国民年金に加入していた旨

供述しているところ、オンライン記録によると、当該期間において、国民年金保険料を

納付していることが確認できる。 

加えて、上記従業員のうち１名は、「Ａ社から、Ｂ社へ出向していた期間は厚生年金

保険の加入が無いため、国民年金に加入していた。」と供述しているところ、オンライ

ン記録において当該期間の一部期間に国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年８月20日から46年12月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社では、普通自

動車第２種運転免許を取得させてもらえるとのことで入社し、ドライバーとして勤務

していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40年７月 17日から 46年 10月 30日までの期間、Ａ社の所在地を管

轄する公共職業安定所管内の事業所において、雇用保険の被保険者記録が確認できるこ

とから、当該期間において、同社に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 53 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ている上、事業主及び申立人が記憶している社会保険事務担当者のいずれも所在不明の

ため、申立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の取扱い等について確認するこ

とができない。 

また、申立人が記憶している同僚の一人は、Ａ社には、ドライバーとして入社したが、

最初の２年くらい、厚生年金保険の加入記録が無い旨供述しており、別の同僚は、乗務

員時代の年金記録が無いが、事務所の職員として勤務するようになってからの年金記録

には間違いは無い旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に被保険者資格を取得し、

所在の判明した 10 名から回答があり、そのうち１名は、「厚生年金保険の加入につい

ては希望を聞かれた。」と回答している。 

加えて、申立人は申立期間のうち、昭和 40年８月から46年７月までの期間において、

国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14623 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年２月１日から56年２月２日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に

は昭和 55 年２月１日から継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給与から

控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の元従業員による「入社時期は分からないが、申立人と

一緒に勤務していたことを覚えている。」旨の供述から、申立人が申立期間の一部期間

において同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社の現在の代表者は、「当社には既に当時の人事記録等は残ってお

らず、申立人の当社における保険料控除及び納付に係る事実確認はできなかった。」旨

供述しており、同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱

いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、元代表者及び複数の元

従業員に照会したが、いずれも「当時、当社では、全員を厚生年金保険に加入させてお

らず、また、正社員も入社当初はアルバイト社員として契約し、入社後、一定期間が経

過し、正社員に登用されてから厚生年金保険に加入させていた。」旨供述しているなど、

申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを確

認することができなかった。 

また、Ａ社が加入している厚生年金基金の加入記録によると、申立人の資格取得日は、

昭和 56 年２月２日となっており、オンライン記録による厚生年金保険被保険者の資格

取得日と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年10月１日から41年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和40年10月１日から継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給与から控

除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶するＡ社の元同僚による「私が昭和 41 年５月１日に会社に入社した時

点では、申立人は勤務していた。」旨の供述から判断すると、申立人は、少なくとも昭

和41年５月には同社に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者及び社会保険担当者は所在不明であることから、

同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認

することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、「入社後、一定期間を経て厚生年金保険に加入した。」旨供述しているなど、

申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを確

認することができなかった。 

また、申立人は、「申立期間において、Ａ社から健康保険証を受領した記憶は無

い。」旨供述している。 

なお、上記被保険者名簿によると、少なくとも申立人が勤務していたとされる昭和

41 年５月１日から同年 11 月１日までの期間において被保険者資格を取得した従業員は

６人であり、一人は同年７月７日に資格を取得し、申立人を含む５人は同年 11 月１日

に資格を取得していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14626 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年９月頃から45年10月頃まで 

             ② 昭和 45年10月頃から47年９月頃まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社（現在は、Ｃ社）に勤務したうちの申立期間②

の厚生年金保険の加入記録が無い。両社とも正社員として勤務していたので、両申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の同僚に係る記憶内容から、期間は特定できないものの、

Ａ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社の現在の総務担当者は、厚生年金保険の加入は正社員のみであり、

当時は正社員よりも臨時雇用及びアルバイト雇用が圧倒的に多く、20 歳前後での正社

員としての雇用は考えにくく、申立人は正社員ではなかったのではないかと供述してお

り、同社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間当時に被保険者となっている

者は、事業主を含めて６人であるが、それらの者の中には、申立人と同年代の被保険者

は確認できない。 

また、上記総務担当者は、当時の資料は保存されておらず、申立人を記憶している者

もいないと供述しており、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

さらに、申立人は、当時の厚生年金保険料額は不明としながらも、給与額は 10 万円

から 15 万円ぐらいであったと供述しているが、申立期間当時の標準報酬月額の最高額

が昭和44年９月及び同年 10月は６万円、同年11月から45年10月までは10万円であ

るところ、上記被保険者の中で、標準報酬月額が最も高い者でも５万2,000円である。 

申立期間②について、Ｂ社の当時の同僚及び従業員の供述から、期間は特定できない

ものの、同社に勤務していたことはうかがえる。 



                      

  

しかしながら、申立人のＢ社における雇用保険の加入記録は、昭和 48 年 11 月 21 日

から平成 21 年３月６日までとなっており、同社が加入しているＤ健康保険組合及びＥ

厚生年金基金の加入記録は、昭和 48年11月21日から平成21年３月７日までとなって

おり、申立期間における加入記録は確認できない。 

また、Ｃ社の総務担当者は、同社は申立期間において健康保険組合及び厚生年金基金

に加入しており、申立人がこのどちらにも加入記録が無く、雇用保険の加入記録も無い

ことから、申立人が同社に勤務していたとしても、正社員ではなく、社会保険に加入し

ていない臨時雇用又はアルバイト雇用であったのではないかと供述している。 

さらに、Ｂ社の申立期間当時の複数の従業員が、厚生年金保険の加入は正社員のみで

あり、同社の直接雇用ではなく、個人名で業務請負をしている運転手が複数いたと供述

している。 

なお、Ｃ社の総務担当者は、全従業員の人事記録が保管されているわけではなく、確

認できる労働者台帳及び健康保険被保険者証の写しから申立人の昭和 48 年 11 月 21 日

の入社は確認できるが、申立期間の在籍を示すものはなく、申立人の申立期間における

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できないとしている。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14627 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月１日から31年２月26日まで 

             ② 昭和 31年８月26日から33年３月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、両申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に

は、両申立期間も勤務していたので、両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、定時制高校在学中の昭和29年又は30年頃にＡ社で

働くようになり、当初は土日の夜間勤務で、半年後ぐらいに週５日勤務になったと主張

している。 

しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事

業主は死亡し、申立人が記憶している同僚と思われる者は、死亡又は連絡先不明であり、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から複数の元従業員に照会したが、申立

人を記憶している者はおらず、申立人の申立期間における勤務実態を確認することがで

きない。 

一方、Ａ社の複数の元従業員は、申立期間当時、同社には日雇、臨時の従業員が多数

おり、工員については、試用期間があったと供述しており、そのうちの労務管理経験者

は、試用期間を３か月設け、その間は保険料の控除は無かったと思うと供述している。 

なお、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者台帳によると、

申立人のＡ社における被保険者資格の取得日は、昭和31年２月26日となっており、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と一致している。 

申立期間②について、申立人は、昭和 33年３月31日より前にＡ社を退社してＢ社で

見習として勤務していたことを認めており、また、その際、同社から自動車運転免許を

取得するように言われたと供述しているところ、申立人の運転免許経歴証明書によると、



                      

  

運転免許取得日が 31 年９月１日となっていることが確認できるなど、申立人の申立期

間におけるＡ社での勤務実態に関する記憶は定かではない。 

なお、申立人の厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人のＡ社における被保険者

資格の喪失日は、昭和 31年８月 26日となっており、同社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の記録と一致している。また、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは、33年５月１日であり、申立期間においては適用事業所とはなっていない。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 24年２月１日から同年５月１日まで 

② 昭和25年５月29日から同年８月１日まで 

③ 昭和 25年８月１日から同年９月１日まで 

④ 昭和33年７月１日から同年11月８日まで 

      申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。申立期間①

及び②については、Ａ事務所（後に、Ｂ事務所）、申立期間③については、Ｃ事務

所（後に、Ｂ事務所）、申立期間④については、Ｄ事務所（後に、Ｅ事務所）に勤

務していたので、当該期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ事務所の下部組織であるＦ所Ｇ部から申立人宛に出された

昭和25年５月29日付の書面では、申立人が当該事業所に24年３月１日から25年５月29日

まで雇用されていたことが記載されていることから、申立人は申立期間のうち、24年３

月１日から同年５月１日まで、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事務所は昭和24年５月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間①は適用事業所となっていない。 

また、Ｂ事務所の事務を引き継いだＨ事務所が証明する、申立人の厚生年金保険のＡ

事務所における資格取得日は昭和24年５月１日となっており、オンライン記録と一致す

る。 

さらに、Ａ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認できる、申立人

と同時期に入社した複数の従業員は、申立人を記憶しておらず、Ａ事務所が適用事業所

となった日に厚生年金保険の資格を取得している従業員は、資格取得日前の期間におい

て保険料を控除されていたことを記憶していない。 

申立期間②については、上述の書面により、申立人はＡ事務所を昭和25年５月29日に



                      

  

解雇されたことが記載されていることが確認できる。 

また、Ａ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人と同日に13名

の従業員が資格を喪失していることが確認でき、そのうち、複数の従業員は、「資格喪

失理由が解雇であった。」と供述している。 

さらに、上記被保険者名簿において、被保険者であったことが確認できる複数の従業

員は、申立人が申立期間②に勤務していたことを覚えていない。 

加えて、Ｈ事務所が証明する、申立人の厚生年金保険の資格喪失日は昭和25年５月29

日となっており、オンライン記録と一致している。 

申立期間③については、申立人が提出した「民間人人事処理要求書」には、申立人の

雇用年月日が昭和25年７月25日と記載されており、申立人が申立期間③においてＣ事務

所に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ｈ事務所が証明する、申立人の厚生年金保険の資格取得日は昭和25年９月１

日となっており、オンライン記録と一致する。 

また、Ｃ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で被保険者記録が確認でき

る従業員に照会したところ、「自分が記憶している入社日と資格取得日が一致していな

い。」と複数の者が回答していることから、同社では必ずしも入社と同時に厚生年金保

険の加入手続を行っていなかったことがうかがえる。 

さらに、上記被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）における申立人

の資格取得日は昭和25年９月１日となっており、オンライン記録と一致している。 

申立期間④については、申立人から提出された「民間人人事処理要求書」には、申立

人についての解雇の実施予告日が昭和33年６月30日と記載されていることが確認できる。 

また、Ｄ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者であっ

たことが確認できる複数の従業員は、申立人が申立期間④に勤務していたことを覚えて

いない。 

さらに、Ｈ事務所が証明する、申立人の厚生年金保険の資格喪失日は昭和33年７月１

日であり、オンライン記録と一致している上、上記被保険者名簿の資格喪失日に訂正等

は見られないことから、社会保険事務所（当時）の記録に不自然さは見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間①、②、③及び④に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14632 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年９月10日から38年５月１日まで 

    昭和37年９月から 40年３月までＡ所（現在は、Ｂ県立Ｃ校）に勤務したが、申立

期間については厚生年金保険の加入記録が無い。勤務していたことは間違いないの

で、当該期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ県Ｄ部Ｅ課から提出された人事記録から、申立人が、申立期間の一部である昭和 37年 12

月から38年５月１日まで、Ａ所に勤務していたことは確認できる。 

しかし、現在、職員の厚生年金保険事務を管理するＢ県立Ｃ校では、「申立期間当時の記録

が残っておらず、厚生年金保険の取扱いについては分からない。しかし、当時の採用条件及び

厚生年金保険の加入は一律ではなかった。申立期間当時の人事記録によれば、申立人は日々雇

用契約であり、厚生年金保険の加入条件を満たしていなかったと思われる。未加入者から保険

料控除はしていない。」と回答している。 

また、Ａ所に係る事業所別被保険者原票から申立期間に被保険者記録が確認できる３名の従

業員はいずれも死亡しており、当時の厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、Ａ所の厚生年金保険の新規適用日は昭和37年10月１日であり、申立期間当初は適

用事業所でなかったことが確認できる。 

加えて、Ａ所に係る事業所別被保険者原票においては、健康保険の整理番号に欠番は無く、

申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考え難い。 

このほか、申立人について申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金保

険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14633 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年４月17日から同年８月21日まで 

    昭和53年４月 17日からＡ社に正社員として勤務したが、厚生年金保険の加入は同

年８月 21 日からとなっている。提出した８月の給料支払明細書では厚生年金保険料

の控除はされていないが、厚生年金保険の加入記録があるので、申立期間について

も厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務して

いたことは確認できる。 

しかしながら、上記給与明細書において、昭和 53 年４月から同年８月までの期間に

ついて厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

なお、申立人は、「昭和 53 年８月の給料支払明細書では、保険料控除が無いものの、

同年８月 21 日から厚生年金保険に加入しているので、申立期間についても厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。」と主張しているが、当時の経理担当者は、「当時

の保険料控除は翌月控除方式であった。」と供述しているところ、同年９月の給料支払

明細書で控除されている保険料は同年８月の保険料であると認められ、当該保険料額は、

オンライン記録の標準報酬月額に相当する保険料と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年４月30日から同年５月１日まで 

      今から３年ほど前、60歳に達した頃、社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の

申請手続をした際に、申立期間の年金記録が無いことが分かった。申立期間につい

ては、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、給与から保険料控除されていたので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった質問回答票及び在籍証明書では、申立人は、昭和52年４月30日

から同社に在籍していた旨記載されているが、同社は、当該質問回答票及び在籍証明書

は、現在の同社の代表者である申立人自身によって書かれ、また上記日付の根拠は、申

立人の記憶による以外の根拠が無いとしていることから、申立期間における勤務実態を

確認することができない。 

また、Ｂ社は、申立期間当時の賃金台帳等は保管していない上、申立人の申立期間当

時の事業主及び厚生年金保険の事務担当者は既に死亡していることから、申立人の勤務

状況や保険料控除について確認をすることができない。さらに、当時の複数の同僚は、

申立人の勤務期間は不明である旨供述していることから、申立人の申立期間における勤

務実態を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間②について、申立人が厚生年金保険被保険者であったと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年５月15日から同年11月１日まで 

             ② 平成５年７月12日から11年３月31日まで 

Ａ法人に勤務した申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。別途提出

した２通の嘱任状のコピーのとおり、申立期間①及び②を含め同法人に継続して勤

務していたことは確かなので、申立期間も厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出された嘱任状及びＡ法人からの回答により、

申立人が申立期間①に同法人に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ法人は、申立人を含む教員は昭和28年11月１日に一斉に厚生年

金保険に加入させた旨回答している。 

また、Ａ法人は、申立期間①においては申立人の給与から厚生年金保険料を控除し

ていなかった旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ａ法人からの回答により、申立人が申立期間②に同法人に勤

務していたことが認められる。 

しかしながら、申立期間②当時の厚生年金保険法第９条は、「適用事業所に使用さ



                      

  

れる 65 歳未満の者は、厚生年金保険の被保険者とする。」と規定されていたところ、

オンライン記録によると、申立人のＡ法人における被保険者資格喪失日は、申立人が

65 歳に達したときであることが確認できることから、申立人は 65 歳に達した平成５

年＊月＊日からは厚生年金保険の被保険者にはなり得ず、申立期間②において厚生年

金保険の被保険者であったと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案14637 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年９月頃から59年１月頃まで 

             ② 昭和 59年１月頃から同年５月頃まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②の厚生年金保険の加入記

録が無い。Ａ社及びＢ社でデザインの仕事をして勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、当該期間に在籍していた従業員が申立人を記憶している旨供

述していることから判断すると、申立人は、勤務期間は特定できないものの、当該期

間当時、Ａ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、申立期間①当時のＡ社における人事担当者は既に死亡しているほか、当該

期間当時の事業主からも回答を得ることはできなかったことから、同社における申立

人の勤務の実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は確認できない。 

さらに、Ａ社に昭和 57 年３月まで勤務していた人事担当者は、雇用保険と社会保

険は一緒に手続をしていたので、雇用保険の加入記録が無ければ試用期間であった可

能性が高い旨供述している。 

これらのことから判断すると、Ａ社においてデザインの仕事をしていた申立人につ

いては、申立期間①は試用期間であったことが考えられ、厚生年金保険に加入させて

いなかったことがうかがえる。 

２ 申立期間②について、事業主の供述、当該期間に在籍していた同僚及び従業員が申

立人を記憶している旨供述していることから判断すると、申立人は、勤務期間は特定

できないものの、当該期間当時、Ｂ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、事業主は、デザインの仕事をしている従業員は、３か月から４か月試用期



                      

  

間を設けていたので、申立人を厚生年金保険に加入させず、厚生年金保険料を控除し

ていなかった旨供述している。 

また、オンライン記録によると、同僚のデザイナーもＢ社に入社してから３か月か

ら４か月程度経過後に厚生年金保険の被保険者になっていることが確認できる。 

さらに、申立人のＢ社における雇用保険の加入記録は確認できない。 

これらのことから判断すると、Ｂ社においてデザインの仕事をしていた申立人につ

いては、申立期間②は試用期間であったことが考えられ、厚生年金保険に加入させて

いなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案14638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年３月20日から33年１月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間に同社で役員の運転手として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の具体的な供述から判断すると、申立期間当時にＡ社で役員の運転手として仕

事に従事していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社の代表者は、「申立人については、申立期間当時の書類を調べた

が確認できなかった。申立人が勤務していた場合、初代社長が個人で自家用運転手とし

て雇っていたのではないか。その場合、社長個人から給料が出ていたものと考えられ

る。」と供述している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生

年金保険の適用事業所となったのは昭和 30 年７月１日であり、申立期間のうち同年３

月20日から同年６月 30日までは厚生年金保険の適用事業所とはなっていなかったこと

が確認できる。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険の加入記録によると、昭和30年３月20日以前か

ら継続して 31 年 12 月 15 日までは、他社における厚生年金保険の加入記録が確認でき

る。 

加えて、申立期間当時にＡ社において厚生年金保険の加入記録のある従業員４人に申

立人の勤務状況を照会したところ、回答のあった３人は申立人を覚えていない旨供述し

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 


